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はじめに

神林 今回は, 2003 年から 2005 年の間に出版され

ました, 日本についての労働経済学の研究をサーベイ

するために, 横浜国立大学の大森義明さん, 早稲田大

学の久保克行さん, 大阪大学の佐々木勝さんにお集ま

りいただきました｡

皆様よろしくお願いいたします｡

今日は, この期間に何が研究されてきたのか, そし

て, これから何を研究するべきなのかについて, 代表

的な論文を題材にお話しいただきたいと考えておりま

す｡ ただし, 今回の座談会は前回までと少し趣を異に

いたしまして, 今まではあまり研究されてこなかった

分野を取り上げて, 今後こうした研究を進めたらよい

のではないかという提案を交えて構成していきたいと

思います｡ なかでも, M&A や企業組織の変化などと

労働問題とのかかわりについて, あるいは, 外国人労

働者, 貿易, 国際経済といったような観点と労働問題・

労働経済との関係など, 日本では従来あまり研究が進

んでいない分野ですので, そのあたりについてご専門

の先生のご意見をぜひお聞かせ願いたいと考えており

ます｡

今日は, あらかじめ座談会に参加する方々で 9 つに

分けた話題, ｢失業｣ ｢非正規就業｣ ｢女性労働｣ ｢若年｣

｢介護・社会保障｣ ｢成果主義｣ ｢その他｣ ｢M&A｣ と

｢外国人労働あるいは貿易｣ にしたがって進めていき

たいと思います｡

Ⅰ 失業

●太田聰一・照山博司 ｢フローデータから見た日本

の失業 1980～2000｣

大森 この研究の目的は, ｢労働力調査｣ の 1980 年

から 2000 年の個票データを用い, 過去 20 年にわたる

失業変動をフローの観点から分析すること, 事実確認
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検討対象および参考論文
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太田聰一・照山博司 (2003) ｢フローデータから

見た日本の失業 1980～2000｣ 『日本労働研

究雑誌』 No. 516

坂田圭 (2003) ｢人的資本の蓄積と部門間移動仮

説 若年層と高齢層への影響｣ 『日本労働研

究雑誌』 No. 516

佐々木勝 (2004) ｢年齢階級間ミスマッチによる

UV 曲線のシフト変化と失業率｣ 『日本労働研

究雑誌』 No. 524

Ⅱ.非正規就業

豊田奈穂 (2004) ｢パート労働者増加の要因

企業規模別による時系列分析｣ 『大原社会問題

研究所雑誌』 No. 542

篠崎武久・石原真三子・塩川崇年・玄田有史

(2003) ｢パートが正社員との賃金格差に納得し

ない理由は何か｣ 『日本労働研究雑誌』 No. 512

Ⅲ.女性労働

駿河輝和・張建華 (2003) ｢育児休業制度が女性

の出産と継続就業に与える影響について パ

ネルデータによる計量分析｣ 『季刊家計経済研

究』 No. 59

滋野由紀子・松浦克己 (2003) ｢出産・育児と就

業の両立を目指して 結婚・就業選択と既婚

女性に対する育児休業制度の効果を中心に｣

『季刊・社会保障研究』 Vol. 39, No. 1

大山昌子 (2003) ｢現代日本の少子化要因に関す

る実証研究｣ 『経済研究』 Vol. 54, No. 2

吉田浩・水落正明 (2005) ｢育児資源の利用可能

性が出生力および女性の就業に与える影響｣

『日本経済研究』 No. 51

西本真弓 (2004) ｢育児休業取得とその取得期間

の決定要因について｣ 『日本労働研究雑誌』 No.

527

大石亜希子 (2003) ｢有配偶女性の労働供給と税

制・社会保障制度｣ 『季刊・社会保障研究』

Vol. 39, No. 3

川口章 (2005) ｢1990 年代における男女間賃金格

差縮小の要因｣ 『経済分析』 No. 175

Ⅳ. 若年

大石亜希子 (2004) ｢若年就業と親との同別居｣

『人口問題研究』 Vol. 60, No. 2

酒井正・�口美雄 (2005) ｢フリーターのその後

就業・所得・結婚・出産｣ 『日本労働研究

雑誌』 No. 535

Ⅴ.介護・社会保障

清水谷諭・野口晴子 (2004) ｢介護労働市場にお



が目的となっています｡ 主たる知見は四つあり, 第 1

に, 年間失業フローの動向を見ると, 1990 年代に失

業ストックへの流入と流出が同時に ｢趨勢的｣ に増加

しているが, ネットでみると, 就業・失業間のフロー

は失業を増加させる方向に, また, 失業・非労働力間

のフローは, 失業を減少させる方向に働いていたとい

うことがわかります｡

2 番目の知見は, 失業への推移確率の動向に関する

もので, 先ほど申し上げた, 1990 年代の失業状態の

フロー数の ｢趨勢的｣ 増加が, 主として失業する確率,

就業から失業への推移確率および非労働力から失業へ

推移する確率, これらが ｢趨勢的｣ に高まったことに

よることがわかります｡

3 番目の知見は, 失業からの推移確率の動向に関す

るもので, 男性の失業から就業への推移確率は, 1990

年代半ばから低下し, 男性の失業から就業へのフロー

数, そして就業から失業へのフロー数の ｢趨勢的な｣

増大は, 失業者ストック数の ｢趨勢的｣ 増加が原因で

ある｡ 失業から就業への推移はむしろ低下し, 失業か

ら就業へのフローは増大していても, 個々の失業者の

失業から就業への推移確率は低下している｡ したがっ

て, 失業者が就職先を見つけるのは困難になっている

ことがわかっています｡

4 番目はさらに, 以上の動向を年齢階級・従業上の

地位・産業・企業規模別に分けて, そのフロー確率の

動向を見ています｡ 非常に細かい分析がなされている

わけですが, 主な知見を申し上げると, 労働者の属性

にかかわらず, 就業から失業への推移確率は上昇傾向

にあり, 男性の就業から失業への推移確率の産業間・

規模間格差といったものは拡大傾向にある｡ そして予

想どおり, 失業者の再就職率の労働条件は, 労働市場

の�迫度と逆相関関係があることがわかっています｡

課題として考えられているのが三つ｡ 第 1 に 1990

年代, 労働再配分が進行していない理由が, 雇用機会

の創出が見られないためなのか, あるいは雇用機会が

存在していても, 失業者との間に何らかのミスマッチ
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ける非営利賃金プレミアム ミクロデータに

よる検証｣ 『日本経済研究』 No. 48

Fumio Ohtake & Jun Tomioka (2004) ‶Who

Supports Redistribution?" ��� ��������

	
����

���
��, Vol. 55, No. 4

Ⅵ.成果主義

大竹文雄・唐渡広志 (2003) ｢成果主義的賃金制

度と労働意欲｣ 『経済研究』 Vol .54, No. 3

都留康 (2005) ｢希望退職と逆選択 企業内人

事データによる検証｣ 『経済研究』 Vol.56, No. 1

上原克仁 (2003) ｢大手銀行におけるホワイトカ

ラーの昇進構造 キャリアツリーによる長期

昇進競争の実証分析｣ 『日本労働研究雑誌』 No.

519

Ⅶ.その他

斉藤孝 (2003) ｢戦間期日本における近代・伝統

部門間賃金格差｣ 『経済研究』 Vol. 54, No. 2

津島正寛 (2003) ｢失業・犯罪・年齢 時系列

データによるマクロ分析｣ 『日本労働研究雑誌』

No. 516

Ⅷ.M&A

久保克行 (2004) ｢合併に伴う人事制度の統合と

雇用・処遇の変化｣ 『日本労働研究雑誌』 No.

529

Ⅸ.外国人労働者あるいは貿易
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があり, そうなっているのか｡ そうしたことはフロー

数の情報のみでは不明であるということで, 今後は労

働移動の質的側面の分析が必要であると思います｡

2 番目に労働力状態ストックと推移確率は, これは

例えばマッチング関数を通じて, 相互に影響をおよぼ

すと考えられるわけですが, これらの同時決定の視点

も必要になってくるでしょう｡

3 番目に労働力フローと雇用創出・喪失についての

関係の検討も必要になる｡ 例えば, 失業者が職を得る

場合には, どの産業の雇用創出が重要となるのかとか,

雇用創出が失業確率に与える影響などの検討ですね｡

佐々木 よく失業を理論的に分析するときにサーチ＝

マッチング理論を使いますよね｡ その背後には, 就業

者と失業者の二つのグループのフローばかりとらえて

いたのを, ここで初めて, 労働力人口から外れた人た

ちを含めて三つのグループでとらえようという動機が

あると思うのです｡ この論文の結果では, 労働力人口

に入っていない人たちが就業するフローがあまりにも

大きいので, かなり驚きですよ｡ これだけ人数が多い

と, 前の二つのグループだけで理論を構成していくの

は, なんだか間違っているような気がします｡

久保 N (非労働力) から E (就業) ですよね｡

佐々木 ええ｡

久保 年間で 1000 万人超えていますね｡ しかし,

これには学生が就職するのも入りますよね｡

佐々木 そうなんですか？

神林 入ると思います｡

久保 それでも新卒でも 1 年間に 100 万人くらいで

しょうか1)｡

神林 そのくらいですよね｡

久保 1000 万人には全然足りないですね｡

神林 あとは, 女性の再参入もあると思います｡ ざっ

と見た感じでは, 就業ストックへの流入数は, 2000

年推計で年間 1600 万人ぐらいです｡ そのうち 1200 万

人弱が, 非労働力プールから直接入ってきているので,

失業プールから入ってきているのよりも 3 倍ぐらい多

いという勘定になります｡

久保 3 倍ぐらい！

大森 ただ, 失業と非労働力というのは程度の差で

すよ｡ サーチの強度の違いだと考えれば, 質的な差と

いうよりは量的な差として認識すべきなのではないで

しょうか｡

佐々木 この論文ではこのふたつをどのように分け

ているのでしょう｡

神林 ｢労働力調査｣ を使っているので, 通常の失

業・非労働力の定義と同じで, 今は仕事をしておらず

かつ仕事を探している人が失業者に入ると思います｡

それ以外で仕事をしていない人が非労働力となってい

ると思います｡

大森 欧米の研究でも, そもそも失業と非労働力が

違うのかという議論が, かなり前からあります｡ 実際

に個票データを使って, その間に相違があるのか確か

めてみると, 実は相違がないという研究も多々あるわ

けですね｡

神林 難しい問題ですね｡ 他方, 政策上は, 失業者

と非労働力はかなり扱いが違いますよね｡ 失業者に関

しては, 例えば雇用保険で失業給付がありますし……｡

久保 そうそう｡ U (失業) から E に持っていこう

という政策はたくさんあるけれども, N から E とい

うのは少ないかもしれませんね｡

神林 ｢雇用動向調査｣ の場合には, 入職者の入職

経路がわかりますので, 1 年以上の失業者との区別は

つきませんが, 非労働力からの直接の就職の状況を確

かめることはできるのではないかと思います2)｡

佐々木 離職して, そして仕事を探しているかどう

かもわかる｡

神林 そこから, 非労働力と失業者との違いを検証

できるかもしれません｡ 論点がずれるかもしれません

が, 失業プールから就業する人と, 非労働力プールか

ら直接就業する人の間で, 入職経路がどれだけ違うの

か, マッチングの効率性がどれだけ違うのかもわかる

可能性もあります｡ さきほど, 大森さんから, 非労働

力の方と失業中の方では仕事を探す一生懸命さが違う

というお話がありましたけれども, どちらが高いと考

えるのでしょうか｡

大森 一概には言えないですね｡ 実際に, 観察不可

能な属性も含む属性をコントロールした上で, 失業か

ら就業, 非労働力から就業へのフローの推移確率をみ

ると, 意外に両者の間に差異がないという可能性はあ

ります｡ だから……｡

神林 だとすれば, 非労働力と失業をことさら別物

のように扱う必要はない｡

大森 ですから, 非労働力と失業を一つのグループ

と考えて, 就業対非就業の間でのフローはどういうふ

うに変わっていくのかを分析してみたらどうかなと思

います｡ ここ 10 年ぐらいの欧米の研究のトレンドは
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そうなっていますよね｡ 失業と非労働力を区別せずに,

就業と非就業を区別する｡ その大きな理由のひとつに

は, もう仕事を探すのをあきらめてしまった方々が,

非労働力の中にたくさん含まれているということがあ

りますからね｡

佐々木 潜在的な失業者ということですね｡

久保 そうすると失業率という数字の意味もまた変

わってきてしまいますね｡

大森 労働市場の状態を見るのには, 失業率よりは

就業率のほうがよいということになるかもしれません

ね｡

神林 たしかに戦前は, 失業という概念がはっきり

していなかったこともあって, 失業率ではなくて就業

率で経済を評価することもありましたから, そちらの

ほうがよいこともあるのかもしれません｡ 日本の現在

の研究動向でも, 玄田有史さんたちのニート研究が,

職を探している失業者と, 職も探せないようなニート

の人たちを区別して, 後者についてきちんと手当てを

考えようという方向, つまり非労働力の中身をもっと

詳しく見ようという方向を出していると思います3)｡

どちらの区別がよいのかは, 今後注目しなければいけ

ない点でしょう｡ というわけで……｡

●坂田圭 ｢人的資本の蓄積と部門間移動仮説 若

年層と高齢層への影響｣

大森 この論文は部門間ショックの失業率への影響,

これが若年層と高齢層の間で異なるという仮説を見て

います｡ この論文の一つの特徴は, 景気循環局面の効

果にも着目していることです｡ 産業間雇用成長率のデー

タとして ｢労働力調査報告｣ の 1973 年第 1 四半期か

ら 1999 年第 4 四半期を使っています｡

主な知見は三つで, 部門間ショックと各年齢グルー

プの失業率の間には長期的な関係はない｡ 2 番目に部

門間移動仮説は, 若年層では当てはまらない｡ 一方,

高齢層では短期的な効果ではあるけれども, 外生的な

部門間ショックが失業率を高めている｡ そして 3 番目

に, 不況期において, 部門間ショックが, 年齢グルー

プ15～24歳と55～64歳の失業率に与える影響が高まっ

ているという結果が出ています｡

これらのインプリケーションは, まず, 年齢ごとに

分けずに完全失業率を使った分析のみでは, 部門効果

が失業率に与える影響を過小評価してしまう｡ 2 番目

に, 若年層に部門間移動仮説が当てはまらないという

ことは, おそらく企業特殊な人的資本の蓄積が, 彼ら

の間にはあまりないためだろうと考えられる｡ 逆に高

齢層では, 企業特殊な人的資本の蓄積が高いので, 移

動に多くの時間を要し, 失業率を押し上げているんじゃ

ないかと考えるわけです｡ この論文の課題は, 過去の

座談会でも取り上げられているので, ここでは追加す

る必要はないと思います｡

神林 そうですね｡ ただ, 僕がこの論文を読んだと

きに少し違和感があったのは, 結局, この論文での部

門間のショックは産業別のショックを指しているので,

記述すべきは, 産業特殊的な熟練であって企業特殊的

な熟練ではないのではないかということです｡ 労働経

済の研究者は, 産業特殊と企業特殊を区別して考える

ことがあまりなかったですけれども, 労働調査や社会

政策分野の方々は区別するべきだとおっしゃっていま

すね｡ 産業特殊的な熟練であったら, その産業の中で

はちゃんと移動できるはずだという話になってくるの

で, この論文の結論はちょっと言いすぎなのかなと思

います｡ あとは, Lillien 指標に関する積極的な工夫を

したのかしなかったのかが, 論文の最後につけくわえ

るのではなく, もう少し説明されてもよいのではない

かと思いました｡

大森 正確に言うと, Lillien 指標だけではなくて,

Lillien 指標から需要ショックを除去した指標も使って

いる｡ その部分は改善されていますね｡ ただ, その

Lillien 指標が労働移動の結果であって, 労働需要自体

をあらわしているわけではないことは, 容易には解決

できそうにないですね｡

神林 そうですね, 私が言いすぎました｡

ただ, そのあたりはマイクロデータを使うことで回

避はできないものでしょうか｡ 外生的な需要ショック

を, どうやって抽出するかということになると思いま

すけれども｡

大森 外生的な部門間ショックですね｡ 一つの産業

に生じるショックは, 外生的ショックでとらえられる

かもしれないですけれども, ここで考えているのは部

門間ですので, 複数の部門を同時に扱う必要があるわ

けです｡ そのようなフレームワークの中で, 各産業に

生じる外生的なショックをいかに抽出するかというの

は, やはり非常にチャレンジングな課題だと思います

ね｡
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●佐々木勝 ｢年齢階級間ミスマッチによるUV曲線

のシフト変化と失業率｣

大森 本論文の目的は, UV 曲線のシフトを年齢階

級間ミスマッチの拡大と, それ以外の要因による年齢

階級別 UV 曲線のシフトに分ける, そして, UV 曲線

のシフトに対する寄与度を推定する｡ 年齢階級間ミス

マッチというのは一体何を指すかというと, 求人数に

対する求職者の比率の年齢階級間でのばらつき｡ 使っ

ているデータは ｢労働力調査｣ と ｢職業安定業務統計｣

で, 1980～2001 年, 各年 10 月の 5 年齢階級別パネル

データです｡ 固定効果モデル, 変量効果モデルを用い

て推定しています｡

主たる知見は二つ｡ 1 番目は, バブル崩壊後の 90

年代は年齢階級間ミスマッチが縮小傾向にあって,

UV 曲線を左下方にシフトさせた｡ 2 番目は, 年齢階

級間ミスマッチが持つ寄与度というのは大変低いとい

うことです｡ 結論として, 90 年代は UV 曲線が右に

シフトしたわけですが, それを年齢階級間ミスマッチ

の拡大で説明するのには困難が伴うということですね｡

佐々木先生が課題として挙げているのが, ほかのミス

マッチ, 例えば, 地域間, 職種, 技能間でのミスマッ

チだとか, その他の要因の効果の推定です｡

神林 ちょっと反則気味ですが, ご本人から何かつ

け加えるべきところがあればどうぞ｡

佐々木 付け加えることは特にありません｡ 当時言

われていたミスマッチとは, 職種, 技能, 地域間と年

齢のミスマッチでした｡ そこで若年層や高年齢層の失

業に密接に関係する年齢ミスマッチに興味を持ったの

で取り組みました｡ 90 年代には年齢階級間ミスマッ

チは拡大し, UV 曲線がシフトした幅というのは大き

いと予想していましたが, 結果は小さいので, 意外な

感じがした記憶があります｡

神林 そもそも年齢階級別のミスマッチというのは

どういうふうに測定するのでしょうか, 簡単にコメン

トいただけませんか｡

佐々木 年齢階級ごとの求人数に対する求職者の比

率のばらつきです｡ UV 曲線のシフトには二つの要因

があると考えます｡ UV 曲線上にある年齢階級別の 2

点が両端に広がることによって, すなわち ｢ばらつき｣

が大きくなることによって, 全体の UV 曲線は右上

にシフトします｡ また年齢階級間のばらつきが変わら

なくても, 他の構造的な要因でそれぞれの年齢階級の

UV 曲線はシフトし, そして全体の UV 曲線もシフト

することもあります｡ 全体のシフトは, これら二つの

要因によると考えて, どちらの要因が全体の UV 曲

線のシフトに寄与しているかを見ます｡

神林 うーん｡ もう少し具体的にはどうなのでしょ

うか｡ たとえば, 年齢別のミスマッチを考えたときに

は, 例えば 35 歳の求職者がいたとしても, 35 歳であ

るがゆえに応募できない求人があるというのが, 一般

的に思いつかれることだと思います｡ だとすると, 35

歳の人がどのぐらいの範囲の求人に対して応募可能な

のかを全部集計して, さらにそれぞれの年齢について

も集計していくと, 最終的に年齢間のミスマッチを見

ることができるということになると思うのです｡ この

ような考え方と, 今ご説明いただいた集計的マッチン

グファンクションのシフトの分解がどうつながるのか

が, 私にはまだよく理解できていません｡

やみくもに議論を重ねてしまいますが, よく, マッ

チングファンクションを分解するときに重複の問題が

指摘されますよね｡ たとえば, 地域別の分解をする場

合には, 求人はどこかの地域にしか出せないので, 両

方で重複しない｡ なので, 個々の地域のマッチングファ

ンクションをそれぞれ推計して, その集計として, 集

計的マッチングファンクションが構築できるのかどう

かが議論になると思うのですが, 年齢間で分解した場

合には, これと同じ議論ができるのでしょうか｡ 求職

者については正確に……｡

佐々木 デコンポジションといいますか, 分かれて

いる｡

神林 分かれているけれども, 求人者についてどう

分けたらよいのか, 僕もよくわかりません｡ 条件フリー

な求人というのをどのように計算すればよいのでしょ

うか｡

佐々木 実際のところ, 条件フリーというのは多い

のでしょうか｡

神林 よくわかりません4)｡ 明示的に条件フリーで

求人票を書く求人はまだわかりますが, 入職経路の中

で重要な縁故の場合, 求人条件はとてもあいまいになっ

てしまいます｡ そのとき, 縁故の求人条件はフリー,

つまり抽象的に ｢いい人がいれば採ります｣ という求

人条件になっていると考えれば, 労働市場で新規に入

職する人たちの中で求人条件フリーのもとで入職する

人というのはそれほど少ないわけではないともいえま

す｡

佐々木 だから 5 歳刻みで分けるとまずいと思い,
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若年層, 中年層と高年齢層と大まかに三つの年齢階級

に分けました｡ そうすることによってその問題は多少

解決するのではないかと思います｡ そもそも, 失業率

の上昇は経済社会の構造的な問題によるものなのか,

それとも景気循環の谷間にいるからなのかを把握しな

ければ, 政策も立案しようがないですからね｡ そうい

う意味で要素分解は大変重要ではないかと思います｡

大森 たしかにそうですよね｡ ただ, 例えば, 賃金

格差の要素分解をするときに, 残差の部分が非常に大

きい｡ そのときに各要因が与える寄与度というのは必

然的に小さくなりますよね｡ 結果, 賃金格差を政策的

に縮小することが難しいと見えてしまう場合もあると

思います｡ このような論点は, ここで取り上げられて

いる UV 曲線のシフト変化の議論のなかでどう考え

るのでしょうか｡

神林 一般的には, 集計的マッチングファンクショ

ンを推計すると, 残差は小さい傾向にあると思います｡

残差二乗和でしたら, 対数線形の OLS でしたら多分

9 割ぐらいになるのではないでしょうか5)｡ その意味

で, つぼ・ボールモデルに依拠する集計的マッチング

ファンクションは, 賃金関数と比較するとミクロ的基

礎が頑健なのかもしれませんね｡

むしろ, 推計上の問題として指摘されるのは, ただ

の対数線形のマッチングファンクションを推計するこ

と自体にモデル特定化の誤謬があるのではないかといっ

たことだと思います｡ 具体的には, ストック変数とフ

ロー変数の違いがバイアスを生むのではないかなどで

す｡ つまり, ストック変数を説明変数にして, フロー

変数を被説明変数にするというのが, マッチングファ

ンクションの構造なのですが, ある期の被説明変数で

あるフロー変数は, 次の期の説明変数であるストック

変数に影響を及ぼすわけです｡ ですから, どうしても

そこにバイアスの問題が出てきてしまう可能性がある

という議論です｡ ほかには, ダイナミックな調整を明

示的に考えたときに, 実は右下がりのきれいな UV

曲線が安定的に観察されるわけではなくて, こんな具

合にぐるぐる回るような形で動く, それが一つの均衡

定常状態のはずだという議論があります｡ だとすると,

この一見観察されるシフトは, いわゆる外生的な変化

ではなくて, 単純に現在の調整過程の中で内生的に出

てくる, 一つの局面にしかすぎないと解釈できるので

はないかということになります｡

佐々木 太田聰一さんと大竹文雄さんの論文でも,

結局, シフトなのか, 変化の過程なのかという話があ

りましたけれども, そこでは, 一般に変化の過程が観

察されると述べていましたよね6)｡ こういうふうに｡

あれっ, 時計と反対周りですよね｡

大森 こうだと思う (ぐるぐる)｡

神林 ごめんなさい｡

佐々木 結局, シフトか, ダイナミックな過程の一

部なのかを判断するのは大変難しいんだと思います｡

神林 実際, 少し古い話になりますが, 当初, UV

曲線がシフトしているという話題は, 厚生労働省の

『労働経済白書』 で随分と議論されました｡ それに対

して, ｢動学的な調整過程を考慮すれば, UV 曲線は

それほどシフトしていない, つまり構造失業というの

はあんまり大きくなっていないんだ｣ という反論がや

はり出てきていました7)｡ ただ, それでもシフトして

いないわけではないという結論は出てきていると思い

ます｡

神林 話がどんどん脇道にそれていって申し訳あり

ませんでした｡

というわけで, 以上の 3 本を失業に関する論文とし

て取り上げましたが, 全体的に, いわゆるサーチ理論

に乗ったマクロの論文が中心になっているとまとめら

れるでしょうか？

大森 マクロが中心でしたね｡

久保 マクロばっかり｡

佐々木 やはり Kenneth I. Walpin や Zvi Eckstein

等 が 中 心 と な っ て 研 究 さ れ て い る Dynamic

Stochastic Discrete Choice の推定もやるべきでしょ

うね｡ あの手法はある程度確立されていますが, デー

タが追いつかないのと, 私自身テクニカルに追いつか

ない (笑)｡

Ⅱ 非正規就業

神林 高失業とよく対比される, 非正規就業に関す

る研究に移りたいと思います｡ この 3 年間の非正規就

業についての研究は, 数は非常に多いのですが, 労働

社会学, 産業社会学の人たちが主体となっている研究

がほとんどでした｡ 結局, ケーススタディではかなり

知見の蓄積がなされたと思うのですが, 経済学的な分

析をしようという研究業績はあまり見られないという

のが率直な感想です｡ 自分自身の反省も含めて少し残

念なのですが, その中で 2 本紹介しようと思います｡
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●豊田奈穂 ｢パート労働者増加の要因 企業規模

別による時系列分析｣

神林 非正規就業の研究としては近年めずらしくマ

クロのデータを使った実証論文です｡ パート労働者が

近年増加していることを所与として, その要因をパー

ト労働者と正社員の間の賃金格差の拡大, つまり労働

費用の側面から, あるいは労働時間や失業率といった

変数で, 時系列的な因果関係を説明しようとした研究

です｡ 結論としては, 中小企業程度の 500 人未満のセ

クターでは, 失業率の上昇がパートタイムの増加を説

明するということがわかった｡ もう一つ付随的に, パー

トタイム労働者の増加が, 実は正規労働者の労働時間

を増加させる要因となっているということもわかった｡

この 2 点が, 新しい知見として提出されています｡

用いられているデータは, 1993 年 1 月～2000 年 12

月の月次のデータを, 企業規模 (5 区分) に集計した

ものです｡ 検証の方法は, トレンドつきの Vector

Error Correction Model を使って, 時系列的な各変

数の間のつながりをグレンジャーの因果性でテストし

ています｡ その結果, 500 人未満のセクターで, 失業

率の上昇からパート比率の上昇への方向に, グレンジャー

の意味での因果関係が観察することができる｡ また,

労働費用の格差や総労働時間数の上昇は, パートタイ

ム比率の変化をグレンジャーの意味で説明しないこと

がわかったとしています｡

近年の労働経済の研究は基本的にはマイクロデータ

を使う傾向にあると思うのですが, この論文は, 公表

された集計データを用いており, その点は評価すべき

だと思います｡ また, ほんとうに因果関係なのかどう

かという議論は常に存在しますけれども, ともかくグ

レンジャーの意味での因果関係という基準で見て各変

数の関係を検討し, その結果, 特に 1000 人以上の大

規模な事業所においては, パート比率の増加が一般労

働者の総労働時間の増加につながっているということ

を発見したのは, 興味深いでしょう｡

もちろん, 集計データの時系列分析, とくにグレン

ジャーの因果関係を使っていますので, その背後にど

のような, 真の意味で経済的な因果関係があるのかに

ついては, 結局よくわかりません｡ ですから, 結果の

解釈については, もう少し理論的な考察を深めるなり

したほうがいいのではないかと思います｡ それとほぼ

同じことなのですけれども, 供給サイドの要因がほと

んど無視されておりますので, 結果の解釈には留保を

つけるべきでしょう｡

というわけで, まずひとつ, この論文を題材にして

議論できるかもしれないと思うのは, 近年のマイクロ

エコノメトリックスを使った非常に多くの業績が, 因

果関係の識別やバイアスの除去に集中しているわけな

のですが, 一方で, 極めて明快なメカニカルな関係で

あるグレンジャーの因果関係を使って経済変数の関係

をある意味で単純にとらえてやるというやり方は, シ

ンプルで必要なのではないか, もう少し使ってみると

いいのかもしれないという点です｡

あともうひとつ議論ができるのは, 非正規就業の増

加と一般労働者の労働時間の増加が並行しているとい

う結論についてでしょうか｡ なぜこの点が興味深いの

かといいますと, パートタイム労働自体は, スラック

な労働を使うのが目的なので, 一般的には, 非常にフ

レキシビリティーがあると理解されていると思います｡

ところが, パートタイム契約自体は, 多くの場合, 期

限の定めがある契約ですので, 労働法的には, 期限の

ない契約に比べると, その期間は強く保護される傾向

があることを考える必要があります｡ 契約されている

労働条件を簡単に変えることができないこともあり,

実は, 労働需要の短期的な変動に対しては, このパー

トタイム労働というのは, あまりフレキシブルではな

いのではないか｡ 結局, 短期的な労働需要の増加は正

社員の残業を増やすことで対応してしまうとも考えら

れないか, という議論に結びつくように思います｡ パー

トタイム労働が時間調整によく使われるという議論が

ありますが, それはもう少し考えるべきなのかなとい

うことだと思います｡

佐々木 パート比率の上昇が一般労働者の総労働時

間の増加につながるとは意外でした｡ その結果からパー

トタイム従業員と正規従業員の業務は補完的と推測す

ることができるのではないでしょうか｡ 景気が回復す

るにつれ正規従業員の労働時間が増えると, 補助的な

役割を果たすパートタイム従業員の労働需要は高まる

はずです｡ パートタイム従業員の労働時間を柔軟に変

えることができないなら, 他のパートタイム労働者を

雇用しなければいけない｡ その意味でも, パート比率

と一般労働者の総労働時間が正の相関関係にあること

は納得できます｡

神林 間接的にいうと逆かもしれないということで

すね｡

大森 正規労働者の労働時間とパート労働者の雇用
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で重要なのは, 準固定費用ですよね｡ もし, 準固定費

用が増加すれば, 正規労働者の雇用は増えないけれど

も, 労働時間は増え, パートタイマーの雇用も増える｡

正の相関関係が出てくるというのは, 不思議じゃない｡

神林 それは, グレンジャーの因果関係をどこまで

真剣に評価するかということにつながると思います｡

パートタイム比率が増えたときには正社員の労働時間

は増えるけれども, 正社員の労働時間が増えたからと

いって, パートタイムの比率が増えるわけではないと

いうのが教科書的な解釈だと思います｡ あまりグレン

ジャーの因果関係自体を評価せずに, それは単純な時

系列的な相関のひとつに過ぎないと解釈すると, 大森

さんのおっしゃっているような議論が出てくると思い

ます｡

大森 準固定費用は何かコントロールされていまし

たっけ｡

神林 いえ, そういうコントロールはほとんどなさ

れていません｡

大森 要するに, 企業がパートタイマーを雇おうと

する, 一つの重要な要因というのは, フリンジベネフィッ

トとかを払わなくていいということですよね｡

神林 一応, 論文の中では, 労働費用の格差という

変数で配慮しようとはしています｡ ただ, ご本人も論

文の中でお書きになっているように, やはり現金給与

の比率でしか格差を測れなかったので, フリンジベネ

フィットを考慮することはできていません｡ ですので,

この論文では労働費用の格差をかなり過小評価してい

る可能性はあります｡ 特に, 大企業になると, その格

差は大きくなりますから, もしその部分が結論に影響

を及ぼしている可能性があるとすれば……, 大森さん

のご指摘は重要かもしれません｡

大森 でも, 将来的にそういったフリンジベネフィッ

トや, 雇用・訓練・解雇コストといった準固定費用に

関する分析というのが重要になると思います｡

神林 今度, 社会保険の拡大という話もありますし

ね｡ そう思います｡

●篠崎武久・石原真三子・塩川崇年・玄田有史 ｢パー

トが正社員との賃金格差に納得しない理由は何か｣

神林 この論文は, パートタイマーが正社員との賃

金格差に納得しない理由は何かということをストレー

トに検討したところ, 問われる責任が正規従業員と比

較して重かったり, 有配偶であったりすると, 賃金格

差に納得しない可能性が高くなるという結論が出てき

たというものです｡

データとしては, 1999 年 1 月に行われた個人調査

が使われておりまして, 実際に分析で用いられている

標本が 1100 くらいです｡ 正社員との賃金格差に納得

できるかどうかを質的変数として被説明変数とし, 賃

金格差の実数と非金銭的な格差 労働時間, 残業,

時間配分といった説明変数をとっています｡ あとは個

人特性と事業所特性をある程度コントロールしたうえ

で, プロビットモデルを使って推計しています｡

実は全サンプルを使ってほかをコントロールしてし

まうと, 賃金格差の大小は, 賃金格差を納得するかど

うかに対して有意な影響を与えないという推計結果に

なります｡ ただし, 配偶者のみに限定したり, あるい

は職務レベルが高い人に限定したりすると, 賃金格差

の拡大は納得ができないという方向に影響します｡ あ

とは, 責任の軽重が非常に大きな影響力を持っており,

職務レベルの高低や勤務時間の自由度といった要素が,

納得を決める要因として重要ではないかということが

示唆されています｡

この論文では, いろいろな計算機・プログラムの発

達でできたハイテクな計量は使われておらず, 単純な

プロビットモデルを使ってサンプルを区切っていくと

いう古典的なやり方で一定のロバストな結論を導いて

います｡ その意味で, これからの研究の参考になると

思います｡ ちなみに, この論文は第 5 回の労働関係優

秀論文賞を受賞しています｡

ただ, 非常にラフに言ってしまうと, 結局何をやっ

ているのかよくわからないところがあります (笑)｡

どうしてかというと, 納得していない状態を説明の前

提としているということは, いわゆる均等化差異の原

則が成立していない, 補償賃金の原理がうまく働いて

いないところを出発点にしないといけないわけですが,

一体その状態を理論的にどう解釈すればいいのか, よ

くわかりません｡

久保 均衡ではないということですか｡

神林 均衡としても解釈できないわけではないと思

います｡ 均衡として, 最もストレートに解釈するので

あれば, 事前には納得して入職していたが, 事後的に

ちょっと話が違うのではないかと文句をいっていると

いうのがありえます｡ 例えば, 責任の軽重とか, 勤務

時間の自由度とか, 職務レベルの高低といったことに

ついては, 事前の労働条件の説明の段階でうまく情報
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を渡すことができておらず, 入ってみると ｢こんなは

ずじゃないのに｣ と言われてしまうというわけです｡

しかし, そう解釈すると, そこから出てくる政策的な

インプリケーションは, 均等処遇云々という話ではな

く, 入職するときにちゃんと労働条件を説明しましょ

うという方向になるはずで, 著者たちの結論とは大分

ニュアンスが異なってしまいます｡

あとは, その賃金格差変数を説明変数の中に入れて,

これが有意ではないことをどのように解釈するのかと

いう問題もあります｡ もちろん, 補償賃金が成立して

いると考えると, 説明変数の中に同居している非金銭

的な格差と賃金格差は一定の関数関係を持つことにな

るので, 多重共線性のことは少し気にしないといけま

せん｡ その議論を置いたとしても, この推定結果を素

直に解釈すると, 非金銭的な格差の中で, 責任の軽重

であるとか, あるいは職務レベルの高低, 勤務時間の

自由度というのは, 賃金を上げたり下げたりすること

では補償されないと考えることになります｡ これは考

えようによっては大変な主張です｡

なので, 賃金格差のレベルという変数を, 一種のコ

ントロール変数だと考えてしまって, これだけの賃金

格差を所与としたときに, そのほかの非金銭的な格差

が納得につながるかどうか, という解釈の筋道にする

わけです｡

佐々木 納得しているからこそ入ったわけであって,

ただ, それに対する条件が違うから納得いかないとい

うことでしょうか｡

神林 やはりそうなってしまうのでしょうか｡ そう

解釈すると, さきほど話に出たように, 著者たちの言

いたいこととは, かなり話が……｡

久保 また, 別な話ですね｡ もっとも, 労働条件と

しては賃金のほうが断然観察しやすいのは確かですが｡

佐々木 いくらこういう仕事, こういう指導, こう

ですよと言われても, ｢入ったら, 違うじゃない｣ と

いうのは, 我々の例がそうかもしれない (笑)｡

久保 それはぜひ, 残しましょう (笑)｡ この論文

に対して素朴な質問なのですが, まず, 納得度に注目

する理由は何だったのでしょうか｡ 納得度が生産性に

影響を与えるとかいうことなのでしょうか, それとも

生産性とはまた別に……｡

佐々木 普通に考えれば, 生産性に関係するには,

やっぱり納得するからこそ努力をする, やっぱり納得

していなければ努力はしないのではないでしょうか｡

久保 そうであれば, 例えば, 納得の決定要因をま

ず分析して, 説明されなかった残差を計算する｡ その

残差が生産性に影響を与えているという話であればわ

かりやすい｡ 均衡状態にある人だと生産性が高いけれ

ども, 納得度が低い人は査定が低いとか生産性が低い

というような 2 段階にしたほうが, わかりやすいです

よね｡

神林 うーん, でも……｡

大森 納得度って, 個人間での比較はできませんよ

ね｡ 時間軸上で納得度の変化があるときに, それを説

明するというのはわかるのですけれども, ワンショッ

トのクロスセクションで納得度の個人間の違いを説明

しようというのは, どうもこう……｡

佐々木 2 時点の変化が必要ですよね｡ 本来は, そ

れで不満が上昇するかどうかを見なければならない｡

神林 なので, 弁護すると, このアンケート調査は,

2 時点, 入職のときと, 調査のときといった具合で調

査していると考えてしまうこともできると思います｡

入職のときは納得している, だからこそ入職している｡

ただし, こう考えると 2 時点の間での離職は考えない

という欠点も出てきてしまいます｡

佐々木 離職してしまえば, サンプルから落ちるこ

とになりますからね｡

久保 アンケートでは, 昔と比べてどうでしたかと

いう質問をすることがありますね｡ 昔のことを正しく

覚えていれば, ある程度コントロールできるかもしれ

ない｡ それに, あと 2 つくらい言いたいことがあるの

ですけれども, ひとつは, 被説明変数が 0, 1 という

のはいかにも粗いですよね｡

神林 うーん｡

久保 普通はアンケート調査をやるときは, まあ,

1, 2, 3, 4, 5 ぐらいはとると思います｡

神林 そのあたりは先ほど大森さんがおっしゃって

いた, 主観的な変数をどう採るかという論点ともかか

わってくるかもしれません｡

大森 主観的な変数を使うこと自体は, 反対ではな

いのですが, それを計量分析するときに, クロスセク

ショナルデータを使うのは問題だと思うのです｡

久保 この辺, 自分でも労働意欲の話などをやって

いて非常に悩ましいのですが, ほかの分野, 産業心理

学などで似たような話をいっぱいやっていると思うの

です｡ そういう文献をどこまで引用したり, 踏まえる

べきかは, よくわからないところもあります｡ そのよ
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うな中で, 経済学者が最近こういう主観的なアンケー

ト調査をやり始めたわけですが, ほかの分野から見る

と, 粗っぽいとか, 先行研究を見ていないとかいう意

見はたまに出てきますね｡ 特に, ストレスを感じると

か, 納得度の値になると, 他分野では膨大な蓄積があ

りますから｡ だけど, 経済学者はあまり見ていないの

ではないかと思います｡ 反面, 他分野のアンケート調

査では属性のコントロールやパネル化ということに意

が割かれていませんが｡

神林 特にこういう主観的な評価については, 心理

学のほうでも, ほんとうにかなり詳細な研究が……｡

佐々木 なされている｡ 産業心理学の分野では, や

はりサンプルもたくさんとってやっているのでしょう

か｡

神林 いやぁ……｡

久保 いや, まあ, そういうのはほんとうにお互い

さまなので｡ ただ, 質問項目をもうちょっと詳しくで

きるはず｡

神林 心理学のほうでは, いろいろな角度から質問

をして, 整合的な答えを引き出すというやり方をとり

ますよね｡ どういう質問をすれば, 整合的な答えを引

き出せるのかについて, かなり研究は蓄積されていて,

質問票のつくり方に反映されていると思います｡ なの

で, 納得しているかどうかについても, ストレートに

納得していますかと聞くのではなくて……｡

久保 そうだと思います｡ 意欲が上がっているかど

うかを確かめるのは, 大変な話だと思います｡ 例えば,

20 個ぐらい質問があって, そこからインデックスを

つくりだすという感じではないかと思います｡

佐々木 なるほどね｡ もしこれからアンケート調査

でもう少し主観的なデータをとっていくなら, 当然,

異時点間の変化を見ると同時に, 質問項目を……｡

久保 みんなで共有していけばよいと思うのですが｡

神林 それはぜひやっていきたいですよね｡

というわけです｡ 大体, 非正規就業については, 一

つはマイクロデータを使った研究, もう一つはマクロ

データを使った研究というような形になっていたと思

います｡ これからの課題としては, 主観的なデータと

いうのをどう使うのかといったことが浮かび上がって

きたとまとめておきましょう｡

神林 じゃあ, ちょっと休憩にしましょう｡

佐々木 二つで 3 時間ですか｡

久保 おー｡

神林 まあまあです｡

佐々木 まあまあですね｡

Ⅲ 女性労働

●駿河輝和・張建華 ｢育児休業制度が女性の出産と

継続就業に与える影響について パネルデータ

による計量分析｣

●滋野由紀子・松浦克己 ｢出産・育児と就業の両立

を目指して 結婚・就業選択と既婚女性に対す

る育児休業制度の効果を中心に｣

佐々木 まず駿河・張論文ですが, これは育児休業

制度による既婚女性の就業継続と出産確率の効果を

Bivariate Probit 推定方法を使って同時推定を行った

もので, 結果は, 出産と就業継続は同時決定であり,

そして, 両者はマイナスの相関関係にあるということ

です｡ さらに, 妻の勤め先に育児休業制度があるなら

ば出産確率が高くなり, 同時に就業継続確率も上昇す

ることがわかった｡ ただ, ｢消費に関するパネルデー

タ｣ をプールして分析しており, パネル分析は行われ

ていない｡

次に滋野・松浦論文は, 既婚かつ就業している女性

だけに限定して推定するとサンプル・セレクションの

問題があるのではないかと疑うことから始まった｡ 第

1 段階目に結婚と就業選択の決定要因を推定すること

によって, サンプル・セレクションによるバイアスを

修正した上で, 育児休業制度による第 1 子出産決定の

影響を推定しました｡

神林 第 1 段階では 2 本のプロビットがあるという

ことでしょうか｡

佐々木 そうです｡ よって二つの修正項ができます｡

神林 そのとき, 二つの修正項同士の相関がρで出

てくるわけですね｡

佐々木 相関関係を示すρはマイナス 0.691 で, 1

％水準で有意に負であり, 結婚選択と就業選択は負の

相関関係があることがわかっています｡

神林 どうサンプル・セレクションがかかっている

のか, ちょっとよくわからないのですが｡ 見たいのは,

妻の勤め先に育児休業制度があるかないかというケー

スなわけですよね｡

佐々木 そのとき, 実際に既婚で就業している女性

のサンプルだけではセレクション・バイアスがあるの
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で, 潜在的に結婚して就業する女性もサンプルに組み

入れて考えたのでしょう｡

神林 そういう人であれば, わざわざ勤め先に育児

休業制度があるようなところを選択しているかもしれ

ないということでしょうか｡

佐々木 修正項は有意です｡ 結果は, 育児休業制度

があれば, 出産確率は高くなります｡

大森 サンプル・セレクション・バイアスの修正を

このような形で行うときに, 識別の上で一番重要なの

は, 外生的な変数だと思うのですが｡ この論文では,

本人と親の学歴変数だけを使っているのでしょうか｡

佐々木 そうです｡ それから, その変数が識別する

際に正しいかどうかということまでは統計的に検定し

ていません｡

大森 そこのところが一番難しいと思いますね｡

佐々木 結局, 理論上, 本人と親の学歴は本人の就

業と結婚に関係あるから, これらは外生変数として有

効ではないかと考えたのではないでしょうか｡

神林 むしろ, 結婚と就業には有効なのだけれども,

第 1 子出産に関しては有効ではないと言い切れるかど

うかが問題ですね｡ このやり方は, 1 段目の選択の効

用水準にだけ影響を与えて 2 段目の選択の効用水準に

は影響を与えないという変数を持ってこないといけな

いわけですから｡

大森 そこのところを言い切れないと, 関数形を通

じた識別になっている可能性が高い｡

佐々木 学歴水準が出産決定に影響を与えないとは

考えにくいかもしれませんね｡

神林 ヘックマン・タイプのコレクションをすると

きには, 必ず出てくる話ですね｡

大森 やるときには, 何を識別に使うかに, 細心の

注意を払いたいですね｡

●大山昌子 ｢現代日本の少子化要因に関する実証研

究｣

●吉田浩・水落正明 ｢育児資源の利用可能性が出生

力および女性の就業に与える影響｣

●西本真弓 ｢育児休業取得とその取得期間の決定要

因について｣

佐々木 まず大山論文ですが, ここでは, 国立社会

保障・人口問題研究所の ｢第 10 回出生動向基本調査

(2000 年)｣ から夫婦の個票データを使って, 合計結

婚出生率低下の要因分析をしています｡ 合計結婚出生

率の低下が既婚女性の就業率の上昇によってもたらさ

れたかを中心に考察されています｡

先の二つの論文と違うのは, 妻の就業形態が子供の

数を決定するかについて内生性をコントロールしたう

えで推定されている点です｡ 内生性をコントロールす

る場合としない場合に分けて, 女性の就業率がどのよ

うに出生率に影響を与えるかを比較します｡ 内生性を

コントロールしない場合は先に紹介した論文の結果と

同じです｡ つまり, 女性の就業率が上昇すれば出生率

は下がります｡ しかし, 内生性をコントロールする場

合, 妻の就業状態変数の有意性はなくなると主張して

います｡ この結果は今までの結果と違うと大山さんは

強調しています｡

では, 出生に関して一番重要な要因は何かというと,

金銭的な要因というのが非常に大きいことがわかりま

した｡ 次に吉田・水落論文では駿河・張と同じような

Bivariate Probit 分析方法で, 出生と就業の同時決定

を推定しています｡ 特に注目するところは 2 点です｡

まずは, 認可保育所と夫婦の母親の援助の影響です｡

もう一つ, 駿河・張は単に出生確率を被説明変数とし

ていますが, ここでは第 1 子, 第 2 子, 第 3 子と分け

て推定していることです｡ データは ｢少子・高齢化社

会における家族の暮らしに関する調査｣ で, これはイ

ンターネット調査です｡

まずは二つの決定に相関関係があるかということで

すが, 第 1 子では相関関係がありますが, 第 2 子と第

3 子では相関関係がありません｡ 夫婦の母親の援助が

ある場合, いずれの出産段階でも出生率は上がり, 就

業率も上昇する｡ その地域の認可保育所の定員数が増

加すれば, 第 1 子と第 3 子の出生確率は上昇するけれ

ども, 第 2 子出産と各出産段階での就業率の有意性は

ないという結果が出た｡ その結果に対する説明をもう

すこし詳しく書いてもらいたいなと思いました｡

疑問点として, 私自身よくわかりませんが, インター

ネット調査は信頼性があるのかなと｡

これまでの話で育児休業制度の取得は出産決定に対

しても就業決定に対してもプラスの効果があることが

わかりました｡ そこで, 西本論文ですが, ここでは育

児休業取得と取得期間の決定要因が推定されています｡

データは ｢仕事と育児に関する調査｣ で, 女性のみ

を対象にしています｡ 製造業に偏っているところに留

意する必要があると筆者は述べています｡

育児支援策の中でも, 育児時間制度, 短時間勤務制
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度, フレックス制, 始業時間繰り下げ・終業時間繰り

上げ, 時間外労働免除に深夜勤務免除, 事業所内託児

施設の効果に注目している｡

推定結果は, 育児休業を取得する確率・期間とも,

大体パートタイム労働者のほうがフルタイム労働者よ

りも高くて長かった｡ 事業所内託児施設利用可能な場

合, 育児休業の取得確率は低下します｡ なぜなら, 子

供を託児所に預けながら自分は働き続けることができ

るからです｡ あと, 親と同居している場合, 保育所入

所待機率が低い場合や事業所内託児施設利用可能な場

合には, 取得期間は短くなった｡ 職場に育児時間制度

があると, 子育てと働くことが両立しやすくなるので

育児休業の取得確率は低下し, 取得期間は短くなり早

期に職場復帰するようになります｡

以上が, まず出産と就業に関する過去 3 年間の主な

研究です｡

神林 まずテクニカルな議論があるかもしれません｡

インターネット調査の信頼性については, 労働政策研

究・研修機構にいらっしゃった本多則惠さんが, ウェ

ブ調査と本調査との間のずれがあるかないかを検討し

ていらっしゃいます8)｡

久保 結論はかなり違うということだったと思いま

す｡

佐々木 ということは, やはりサンプル・セレクショ

ンの問題は避けがたいということですね｡ ランダムに

サンプルを抽出するために色々と工夫をしているので

しょうが, インターネット調査の信頼性はどうしても

低くなってしまいます｡

大森 今後こういったサンプル・セレクション・バ

イアスがかかったインターネット調査を用いて, いか

にそのバイアスを計量経済学的に処理するかが解決さ

れれば, インターネット調査利用が拡大する可能性は

十分にあると思いますね｡

神林 あともうひとつ, インターネット調査の一つ

のメリットは, 登録をしているモニターに関する情報

が蓄積されていることだと思います｡ なので, 何回か

調査に応募をしていて答えている人ですと, 前の調査

の情報が原理的には使用することは可能かもしれませ

ん｡ 潜在的には, パネル化できれば, かなり有効な手

段になりえるとも思います｡

久保 少し別の素人の質問なんですけれど, 結婚と

か出産って男性側の意思は入らないんでしょうか｡ 全

部女性が決めるという話になっていませんか｡ 多分こ

の論文は全部女性が決めるという前提だと思います｡

佐々木 このような実証研究の基となる理論モデル

は家計内生産理論ですから, 女性と男性の 2 人で決め

ていると考えていいのではないでしょうか｡

久保 モデルとしては一応両方, 2 人で決めている

ということですか｡ 結婚はどうなのでしょう｡ 結婚を

するときも 2 人で決めると考えるのでしょうか｡ 結婚

はしないでおこうというカップルと, 結婚はしたいけ

れども相手がノーと言ったというのは同じとして扱わ

れているわけですよね｡

神林 それはおもしろい視点かもしれません｡ どの

ような男性と結婚するかを通じて, 内生性といいます

か, セレクション・バイアスが発生しているのかもし

れない｡

大森 たまたま結婚・同棲・離婚の意思決定のモデ

ルの推定をアメリカの個票データを使ってやっている

のですけれども, 非常に難しいですね｡ なぜかという

と, 相手に関するデータがない｡ 計量経済学的に難し

いと思いますよ｡ また, 誰が決定しているのか, 要す

るに, 家計はユニタリーかというのは重要な研究テー

マ, 特に労働供給のテーマですね｡

佐々木 それに, 結婚するところでユニタリーかバー

ゲニングかというのが重要で, それを実証的に検証す

る必要がありますね｡

神林 そうです｡ 実証的にそもそもユニタリーモ

デルが当てはまるのか, そうでないのかという点は,

今特に労働供給の分析の分野で非常に重要な課題となっ

ていると思います｡ 日本でも結婚の経済学が, これか

ら出てきてやってくださるとは思いますが｡

佐々木 理論的には two-sided search model を使っ

た男女のマッチングのモデル分析が行われ, 興味深い

インプリケーションはいろいろありますが, それを実

証的に検証することは必要だと思います｡ そのために

はやはり両者の基礎データが必要になるでしょう｡

神林 基礎データですか……｡ 実際, ポジティブ・

マッチングが進行しているというカジュアルオブザベー

ションから, それが少子化に結構影響を及ぼしている

のではないかという議論はちょぼちょぼ出はじめてい

ると思います｡

佐々木 それは多分ありますよね｡ 男女のマッチン

グの形成が positive assortative matching の場合,

高学歴な女性は高学歴な男性と結婚し, 低学歴の女性

は低学歴の男性と結婚する｡ 高学歴カップルの両者は
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仕事で忙しいので, 出産・育児が難しい｡ その一方で,

低学歴のカップルは多分一般的に低所得であるので,

子供を産み育てる金銭的な余裕がない｡ よって, この

ようなマッチング形成は少子化に影響を及ぼすと考え

られます｡

神林 婚姻がばらばらなランダムマッチに近いよう

な形と比較して, 社会的に見たときの出生率が上がる

か下がるか, そういう話ですね｡

佐々木 90 年代の景気低迷期では, 低所得者カッ

プルは子供を産まない傾向になったと考えられます｡

また, 高所得者カップルは先ほど述べたように忙しく

て出産・育児の余裕がない｡ そうなると全体的にアグ

リゲートで出生数は低下していると思います｡

神林 僕はその点は結構まじめに考える必要がある

と思っています｡ 一般に, 育児を援助する制度は, 大

きく分けて世帯経由のものと事業所経由のものがある

と整理できます｡ 世帯経由のものは, 潜在的にはどこ

の世帯にも平等に供給されるはずなのですが, 事業所

経由のものは, やっぱり大企業が中心になってしまう

かもしれません｡ そうすると, 大企業に勤める, ある

特殊なマッチングが成功した人たちだけに, 育児に関

する政策が影響を及ぼすという傾向が出てくる可能性

はあるのではないでしょうか｡ もちろん, この問題は

公正性という観点からも重要だと思いますが, 効率性

という観点からでも, 例えばあるマッチング, 出生率

が低くなるようなマッチングをするカップルが勤める

ようなところに集中的に施策を打つのであればいいの

ですが, そもそも出生率が高いようなカップルが勤め

るようなところに保護政策を打っても, 社会的な出生

率の上昇にはつながらない可能性があるといった議論

があるかもしれません｡ このようなアイデアも, もし

かしたら真剣に考える必要があるかもしれません｡

●大石亜希子 ｢有配偶女性の労働供給と税制・社会

保障制度｣

●川口章 ｢1990 年代における男女間賃金格差縮小

の要因｣

佐々木 大石論文の目的は, ｢国民生活基礎調査｣

を使って, 税制・社会保障による有配偶女性の就業決

定と労働時間の決定を検証することです｡

制度的要因として, 配偶者控除や配偶者特別控除が

ありますが, 夫が第 2 号被保険者の場合, これらは就

業抑制効果として, 妻の就業確率を 4.5～10％下げま

す｡ パートやアルバイトの有配偶女性の労働時間の賃

金弾力性はマイナスであり, 賃金が上昇しても労働時

間を引き下げることによって所得を調整する｡ 言うな

らば, 130 万の枠の上限を超えないように調整すると

いうことです｡

妻の稼働所得は 90 万から 130 万円に集中しており

ます｡ 企業規模が大きいほど配偶者手当は高額なので,

所得を範囲内に抑えようとする就業調整の傾向が強い｡

あと, 第 3 号被保険者である妻, つまり専業主婦の夫

の所得は高いことがわかった｡ 所得が高い世帯である

ほど, 控除や手当てなどいろいろな恩恵を受けており,

公平性の問題を孕んでいると結論付けています｡

次に, 川口氏 ｢1990 年代における男女間賃金格差

縮小の要因｣ から男女間の賃金格差縮小の要因につい

て見てみます｡ データは ｢賃金構造基本統計調査｣ で,

1991 年の Altonji and Blank の方法を使って, 主に

変化の変動分析を行っています｡

賃金格差の縮小に最も寄与した要因は, 勤続年数の

男女間格差の縮小であった｡ 女性の勤続年数が長くなっ

たからです｡ 勤続に伴う賃金上昇率の低下が 2 番目に

寄与した｡ それは全学歴, 企業規模全体で見られてお

ります｡ あと, 産業別でも, 男女間賃金格差が多い産

業が衰退した結果, 全体の賃金格差が縮小していった

ことがわかったということです｡

神林 女性は労働市場にとどまる期間が相対的に長

くなったこと｡ もう一つには, 全般的に過去の職務経

験に対する評価の重要性が低下したことが並行して書

かれていますね｡

佐々木 女性の賃金プロファイルの傾きが男性のそ

れよりも小さくなっている｡ これは川口さんが大きく

主張していることだと思いますが, これは配置や教育

の不均等化による男女間の収益の格差が拡大している

ということですね｡

神林 就業調整についての新しい結論はあるのでしょ

うか｡ 就業調整していることについては, かなり多く

の論文がすでに指摘していますが, ほかの研究では,

就業者のみからなるデータが用いられていて, 分析対

象に不就業者が含まれていないという点が問題になる｡

不就業者を含むサンプルを用いている研究もあるので

すが, 特定の年代などに限られている研究が多いとい

うのが, この論文のスタンスですね｡

この場合, 不就業を考えることのメリットはどのよ

うにまとめられるのでしょうか｡ 就業者だけのサンプ
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ルを使うと, 就業調整をしていると見えるのだけれど

も, 実は不就業者を含めたサンプルを使うと就業調整

をしていないかもしれないという理屈がどのようにあ

り得るのかがポイントになると思います｡ 例えば 130

万円の壁を取り払ったときに何が起こるのかをシミュ

レートする場合に, 不就業という選択肢を考えておい

て, そもそも労働市場から退出してしまう人たちが増

えるかもしれないといったことを議論の対象にするの

であれば, 就業, 不就業を考えるメリットはあるかも

しれないですよね｡ 単純に労働時間の調整の仕方とい

うのが変わるだけではなくて, そもそも脱落するかも

……｡

佐々木 それだったら, 当然, 不就業や就業のデー

タが必要になるはず｡

大森 さらに, 回帰分析ではなくて, 予算制約集合

の非線形性, 非凸性を考慮した最大尤度法分析をすべ

きでしょうね｡ 制度変更が外生的な変動となり, 識別

に役立つでしょうね｡

神林 そのあたりは, これまでの研究者のポイント

と違うかもしれませんね｡ 130 万円の壁があるのかな

いのかという研究は, そこで就業調整をしているとい

う事実を確かめたいという動機が強かったのではない

でしょうか｡ 本来なら, もしそこで就業調整をしてい

るのであれば, 労働供給はローカルには右下がりになっ

ていることを示していますから, そこから制度を使っ

た一般的な労働供給関数の推定という問題に拡大して

いかないといけないと思います｡ そしてそのときには,

予算制約の非凸性や非連続性をまじめに考えないとい

けないということにつながると思います｡

大森 賃金や, 教育の内生性をも考慮した研究には

改善の余地があるでしょう｡ いずれにせよ, 外生的な

制度変更を労働供給のパラメーターの識別に使うとい

うのは主流になっているので期待したいですね｡

Ⅳ 若年

●大石亜希子 ｢若年就業と親との同別居｣

●酒井正・�口美雄 ｢フリーターのその後 就業・

所得・結婚・出産｣

大森 若年の分析ということで, 2 本を取り上げま

す｡ どちらも若年の間で, 就業状態が親との同居, 別

居, 結婚, 出産等にどのような影響を与えたかに注目

して分析を行っています｡

最初に大石論文ですが, 目的は, 雇用情勢が若年就

業に与える影響, それから, 就業状態が未婚者の親と

の同別居に与える影響の分析です｡ データは国立社会

保障・人口問題研究所の ｢第 12 回出生動向基本調査

(独身者調査) 2002 年｣ の個票です｡

主な知見は二つあって, 第 1 に, 失業率が 1％ポイ

ント上昇するとパート・アルバイトになる確率が 1.9

％ポイント上昇し, 無職・家事となる確率が 2.7％ポ

イント上昇するということで, これから得られる結論

というのは, おそらく 1990 年代以降の失業率の上昇

によって, 学卒直後に正社員として就職することが顕

著に困難になったと言えるということです｡

主たる知見の 2 番目は, 今度は就業状態が親との同

別居に与える確率に関するもので, 正社員と比べてパー

ト・アルバイトである場合には親との同居確率が, 男

性の場合, 6.8％ポイント有意に高まり, 女性で 5.5

％ポイント高まる｡ さらに, 無職・家事の場合はこの

傾向がさらに顕著に出ていて, 男性が 10.5％ポイン

ト高く, 女性で 7.4％ポイント高いということです｡

これから得られる結論は, 若年層における非正規雇用

者や無業者の増加が親との同居率を有意に高めている

だろうということですね｡

似たような問題意識で取り組んだのが酒井・�口論

文で, 学卒後にフリーターになったか, あるいは, 正

規雇用についたか, その後の就業, 所得, 結婚, 出産

等にどのような違いが出るかを扱っています｡

データは第 1 回 ｢慶應家庭パネル調査｣ の個票です｡

モデルは, 大石論文では多項ロジットだったんですが,

酒井・�口論文ではハザードモデルでやっています｡

フリーター期間, 正規雇用期間, 結婚年齢, 第 1 子出

産年齢, 第 2 子出産年齢に関するハザードモデル分析

をしています｡

主な知見は四つあって, まず近年になるにつれて,

フリーター状態から離脱するまでの期間が長くなって,

なかなかフリーターから抜け出せない状況が生じてい

ると｡ それから, フリーター経験者はその後の年収が

有意に低くなっている｡ これは男性で 26.3％, 女性

で 33.2％も低くなる｡ 第 3 に, フリーター経験者は

婚姻時期も有意に遅くなる｡ 第 4 に, フリーター経験

者は出産時期も有意に遅くなる｡ ただし, 結婚から出

産までの期間はフリーター経験をしたか否かで有意に

異ならないということも発見していますので, フリー

ター経験が出産時期に影響を与えるのは, 結婚時期を

No. 547/Feb.-Mar. 200616



遅らせることを通じてのみということです｡

まとめてみると, 90 年代以降, 雇用情勢が若年に

とって悪化したことが就業状態に影響を与え, それが

同時に親との同居率を高くし, 結婚年齢を高め, さら

には, 子供の出産年齢まで遅くしているという感じで

す｡

佐々木 学校卒業時の雇用状況で人生がきまってし

まうのはおそろしい話です｡ 海外ではどうでしょう｡

大森 米国の文献では, 学卒時の雇用状態の問題,

例えばフリーターだとか非就業とかの悪影響は長続き

しない｡ やり直せるというのが実証研究のコンセンサ

スですよね｡ それが日本ではやり直せない｡

神林 その点については, 大竹文雄さん, 猪木武徳

さん, 玄田有史さんなどの研究がすでに, 学卒時の失

業率がその後の就業状況にどれだけ永続的な影響をお

よぼすのか, 時系列的な相関関係ですけれども, 調べ

ています9)｡ たしか, かなり永続性はあるという結論

だったと思います｡ 日本の労働市場は, 初期時点での

差が長くそのまま残ってしまう構造を持っているのか

もしれません｡

大森 正確に言うと, 実はそこまで明らかになって

いないと思います｡ というのは, 履歴に関する説明変

数として入っているのが, 学卒時のフリーター経験の

みで, それ以降の情報が入っていません｡ もしかした

らその後のやり直せない状況が重要で, そこが最初の

フリーター経験と相関関係を持っているかもしれない

ということです｡

神林 可能性はありますね｡

大森 パネルデータがあるわけですから, そのよう

な分析によって, 重要なのは学卒時の就労状態ではな

くて, そこからやり直せないことなんだという結論に

変わる可能性はありますね｡

久保 結婚に対する影響を見るよりも, 次の年の収

入などに着目したほうがいいということですね｡

佐々木 そのデータの間が抜けているのかな｡

大森 抜けていて, それがもとで永続性が過大評価

されている可能性はある｡ 我々が考えるほど初期時点

の問題は重要じゃないのかもしれない｡ むしろ初期時

点の問題をその後解決できないことのほうが重要なの

かもしれないと思います｡

佐々木 最初からフリーターだと, 技能訓練を受け

る機会がないので, 最初から正規社員として就職した

人に比べて技能水準がかなり低い｡ 問題は, その状態

がずっと続くと結局非正規から抜け出すことが難しく

なることでしょう｡

大森 その点に関する反省が書かれていますね｡ 例

えば, 酒井・�口論文では, 観察不可能な属性を考慮

しなきゃいけないだろうと, 就業状態の内生性につい

て書かれています｡

神林 さきほどの佐々木さんの指摘と同じですが,

その内生性の中身は重要だと思います｡ フリーターで

あることというのが何らかのシグナルになっていて,

そのシグナルが評価されるがゆえに永続的になってし

まうのか, それともやはりフリーターであるがゆえに

生産性が低いという事実があって, 生産性が低いがゆ

えに永続的になっているのか｡

大森 あるいは, もともと観察不可能な何らかの属

性があって, それがフリーター経験と相関関係を持っ

ていて, また, 今日の就業状態だとか結婚年齢, 出産

の年齢ともすべて相関している｡ だから, フリーター

経験は実は何も効果を持たないという可能性も十分に

ありますよね｡

神林 酒井・�口論文では, そういう効果を全部一

緒にして, 総合的にあるかないかを確かめているわけ

ですが, 次のステップとして, どの経済学的なメカニ

ズムが内生性を生み出しているのかを確かめることが

できればよいですね｡

大森 ところが実際には, ハザード分析で観察不可

能な属性の影響をコントロールした上で, このような

ステート・ディペンダンシーと言われる効果を識別す

るのは大きな困難を伴う｡ 多重の相関関係をなかなか

うまく断ち切れない｡

神林 何らかの外生変動を使って, 識別することが

できるでしょうか｡

大森 どのようなものを使うんでしょうね｡ ちょっ

と思いつきません｡

神林 いずれにせよ, 酒井・�口論文が使っている

データは現在進行中のパネル調査なので, その点をぜ

ひフォローしていただきたいと思います｡

Ⅴ 介護・社会保障

●清水谷諭・野口晴子 ｢介護労働市場における非営

利賃金プレミアム ミクロデータによる検証｣

神林 一応高齢者介護, 社会保障ということでテー

マをいただいたのですが, その中で分野として形成さ
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れてきているのは介護に関するフィールドだと思いま

す｡

近年, 介護保険の制度ができて, これからも順次改

正されていくと考えられますけれども, 制度的な枠組

みの変化との関係から, 新たなフィールドとして注目

されてきていると考えられます｡ ただし, 現在までの

ところ, 介護市場に関する分析で主要なボディーを形

成しているのは, 介護にかかわる労働市場についての

レポートの類になるかと思います｡ 介護労働市場での

労働条件は非常に悪いのではないかという疑問を中心

に実態を調べ, それを告発するというレポートが非常

に多く見受けられました｡ その一方で, 介護保険を導

入することによって, 高齢層の労働市場での行動の変

化が出てくるのか, あるいは, 今まで介護せざるをえ

なかったような中高年の主婦層の労働市場の変化があ

るのかといった分析はまだ行われていないようです｡

これは将来期待したいと思います｡

その介護労働市場についての代表的な論文として,

清水谷・野口論文を取り上げました｡ この論文で何を

やっているのかというと, 介護労働市場の中における

ホームヘルパー, 介護士, ケアマネジャーという三つ

の職種について, 非営利団体が経営する事業所なのか,

それとも, 営利団体が経営する事業所なのかで賃金格

差が発生しているのか調べているとまとめられると思

います｡

結論としては, ホームヘルパーと介護士の労働市場

においては, 明らかに非営利プレミアムが存在するこ

とがわかったと述べられています｡ この賃金格差を要

因分解し, 非営利の経営主体は, 年齢や正社員である

かないか, あるいは, 研修の受講サービスがあるかな

いかといった要素を賃金により高く反映させていると

結論づけています｡ このとき, 年齢は経験の代理変数

であり, 正社員の資格は教育年数の代理変数であろう

と著者たちは主張をしております｡

検証方法といたしましては, 非営利部門と営利部門

ということで, 2 本の賃金関数を推定するわけですけ

れども, その振り分けをヘックマン的な振り分けの仕

方を導入して推定に用いております｡ その結果, 最初

に説明したような結論を認めることができたというわ

けです｡

この論文に関する議論に移りたいと思います｡ まず,

営利, 非営利主体の賃金格差の研究は, 実は日本では

あまり行われてないのではないかと思い調べてみたの

ですが, やはりあまり見つかりませんでした｡ たしか

に日本の非営利主体のもとでの労働者は現在のところ

少ないですが, これから先, 例えば NPO といったよ

うな組織が雇用の受け皿になるという議論もあります｡

そう考えると, この論文は, そういったところでの賃

金あるいは労働条件の決定について, 何かヒントを提

起している可能性があると思います｡

もうひとつはテクニカルな議論で, 先ほどから問題

になっているヘックマンの 2 段階推定をしたときの識

別の問題です｡ 実は, 振り分けの識別をどうしている

のかが論文の中に書かれておりません｡ こういった形

で部門間のセレクションを考えると, やはり見えない

期待賃金が高いほうに就職をするという意思決定の方

式になりますので, ヘックマン型の推定が最も弱点を

あらわす設計になっている可能性は否定できません｡

非常に難しいとは思いますし, 紙幅の都合もあったか

とは思いますが, このあたりはもう少し論文の中で議

論するべきだったかもしれません｡

あとは, 非営利プレミアムの発生理由というのは何

なのかについては, 論文の中ではあまり触れられてお

りません｡ 仮説といたしまして, 利益再分配の性格が

ある, あるいはコスト意識がないから賃金を高くして

しまうという説を紹介しており, ほかには, そもそも

非営利で経営をする経営主体が何か慈善事業や高いサー

ビスに選好を持っている主体なので, 結局そうなって

しまうという仮説があるとしていますが, 一体そのう

ちどれなのかは議論になっておりません｡ この辺はも

う少し詳細を詰める必要があるのではないかなと思い

ます｡

非営利主体の最も大きなものとして公務員というも

のがありまして, 公務員の賃金関数については, 経済

学の枠組みの中ではほとんど議論されていないところ

だと思います｡ なおかつ, 政策的には公務員制度改革

が日程に乗ってきておりますので, この点については

多少議論を深める余地があるのかなと思いました｡

久保 この非営利プレミアムの発生理由を二つ挙げ

てますよね｡ これはどういうメカニズムから仮説が導

き出されているのでしょうか｡ 利益再配分制約ゆえの

コスト意識のなさというのも, もしこれをテストする

のであれば, 多分コスト効率性みたいなものを考える

といろいろ分析できそうな気がしますね｡

神林 例えば, どんな変数とかというのは思い当た

りますか｡
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久保 まず, その事業所のコスト効率がいいか悪い

かというような話があると思います｡

神林 財務分析のような変数ですね｡

久保 フォープロフィットじゃないので, 利益がよ

いかどうかはまた別ですけれども, ともかく効率性み

たいな指標はとれるでしょう｡ 効率性のいいところと

悪いところが識別できるのであれば, この利益再配分

制約が効いているかどうかに関する情報が得られるか

もしれません｡

神林 もう一つの仮説である, サービスの質に対す

る経営主体の選好に関してはいかがでしょうか｡

久保 これもよくわからないですよね｡ これはフォー

プロフィットのサービスの質が低いだろうという, 何

だか株式会社は悪であるみたいな響きがちょっとして

しまいます｡

神林 論文全体の論調としては, 実は後者の仮説を

暗黙のうちに選びとっているようなところがあります｡

具体的には, 非営利プレミアムの根拠が, 比較的サー

ビスの質と結びつくような変数 (年齢・雇用形態) に

結びついているので, 高いサービスの質を供給してい

るので賃金が高いということが起こっているのではな

いかという推論が, はっきりとは書かれていませんが,

見受けられます｡ 私自身は, 年齢や雇用形態とサービ

スの質を直結させるのは疑問だろうとは思いますが｡

久保 市場の競争がまだ落ち着いてないところがあ

るのでしょうね｡ 介護サービスの市場がある程度落ち

着いて, 競争があってだめなところは落ちていって,

いいところは残っている状態であれば, 分析がしやす

いのかもしれません｡

神林 もしほんとうに経営主体のサービスの質に関

する選好が効いていて, そこに高い賃金を出せるのだ

とすると, 民間の企業は参入できなくなってしまいま

せんか｡ 安い賃金で低いサービスを供給するところし

か, 参入する余地がなくなってしまうわけですから｡

それが社会的に望ましいのかは, よくわからないです｡

久保 ただ, フォープロフィットとノンプロフィッ

トが共存している産業というのはほかにもありますよ

ね｡ 英会話学校とか簿記学校とか見ていると, どうも

フォープロフィットのほうが, 人気がある｡ 一方, 給

料はノンプロフィットのほうが高そうだから, この研

究の結果も実感に合うような気はします｡

神林 そのあたりは, 将来的に議論が拡大するとい

いかなと思います｡

久保 生産性みたいな話とか市場の効率性みたいな

話と結びつけた研究に結びつくといいと思います｡

佐々木 ところで, 介護に限らず, 営利と非営利に

関する論文自体あまりありませんね｡

神林 論文のなかでは, いろいろ先行研究があると

紹介はされてはいますが……｡ 少なくとも日本ではそ

れほどなさそうです｡

久保 でも, 病院経営などでもいろいろありますよ

ね｡ あとは学校の先生とか公務員｡ 公務員改革とどう

いう関係があるかよくわからないですけど｡

神林 英語の文献は, おそらく生産性指標というの

をきちんと把握をしているのかもしれませんね｡

久保 そうですよね｡ 病院の分析などだとかなりき

ちんとしていますよね｡

神林 できれば, そのあたりをこの介護労働市場の

場合にも把握して, 賃金格差の源泉がどこにあるかを

きちんと見きわめることは必要になるだろうと思いま

す｡

久保 あと, 非営利と営利の違いをどう考えるか,

そもそも何が違うのかということをもうちょっと考え

る必要があると思います｡ 利益再配分するかしないか

に最終的な違いがあるとすると, 賃金とどのくらい影

響があるのかなというのはちょっとわからないところ

がありますね｡

神林 個々の経営主体の意思決定と整合性を保たね

ばならないですし｡ 例えば, 非営利では利益が出そう

だと予測できた段階でコストをかけてしまうといった

仮説が, どう合理的に導き出されるのかはそれほど自

明ではないと思います｡

大森 それから, フォープロフィットに就職する人

(経営者) と, ノンプロフィットに就職する人 (経営

者) のセレクションの問題も, 計量経済学的にいうと

難しい問題ですね｡

久保 実態を調べている人からは, ほんとうにノン

プロフィットでもお金に対する感覚は全然フォープロ

フィットとかわらないという話は聞きますよね｡

神林 そうですか｡ セレクションがあるのかないの

かという論点にとっては, 現在が過渡期であるという

先ほどの久保さんの意見は重要かもしれませんね｡ も

う少しきちんと時間をとって観察してみるのがよいか

もしれません｡

久保 公務員だったら, どうなのでしょう｡ ただ,

毎回毎回どちらかを選ぶというような問題ではないで
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すね, もちろん, ノンプロフィットとフォープロフィッ

トを｡

大森 非営利から営利に半ば強制的に移動させられ

る同一労働者のデータがとれたら｡

神林 いいですね｡ 基本的に部門間格差研究では,

そのようなデータを用いるのが一般的ではないかと思

いますが, 利用可能性がネックですよね｡ セレクショ

ンの問題を解決するのはやはりどこでも難しいという

感じがします｡

ただ, どちらかというと介護の場合には, 事業所特

殊的熟練はないように思えるので, 移動データさえと

れれば, プレミアムを直接的にピックアップするのは

比較的やさしいかもしれません｡ その辺はぜひこれか

ら進展を期待したいと思います｡

●Fumio Ohtake & Jun Tomioka ‶Who Supports

Redistribution?"

神林 この論文の主要な結論としては, 調査時点で

の所得というのは所得再分配政策の賛否, 賛成と負の

相関を持っている｡ しかし, 将来の所得リスクとか失

業リスクがあると, 所得再分配政策に賛成する確率が

高くなるということです｡

ポイントは, 現在の所得だけではなく, 将来の所得

のリスクあるいは失業のリスクが結構強い関係を持っ

ているところでしょうか｡ データに関しては, 説明変

数としては, 調査時点の所得, 将来の予想, リスク回

避度, コントロール変数などです｡

推定モデルは基本的にプロビットを使っております｡

先ほど説明した被説明変数と説明変数の組み合わせで

プロビットを推定して, 最初に紹介した結論を導き出

しています｡

なぜこの論文を取り上げたのかというと, データセッ

トがユニークだということが挙げられると思います｡

もちろん, この座談会でも話にのぼっておりますよう

に, 所得再分配政策を支持しますかという質問の仕方

や, それに対する回答にどういう属性が影響を与える

のかという問題設定自体については, 議論を深める余

地は大きいように思います｡

佐々木 最近ではユニークなデータ作りをしようと

いう努力がすごく見られると思います｡ ただ, データ

の質問項目を作成する際に, 質問項目に答えている人

の意識や思考を多角的にあぶりだすことができるよう

に注意を払う必要があると感じますね｡

大森 主観的なデータを使うことのよしあしについ

ては, 先ほども話題になりましたが, 異なる主観を持

つ個人を一時点でクロスセクションで見たら, その解

釈に問題が生じる｡ だけども, 異時点間で同じ個人の

主観を見れば, そのような問題は基本的に生じないわ

けで｡ あまり離れた期間だとまずいと思うんですけれ

ども｡ そう考えれば, それほど主観データを用いるこ

とには問題はない｡ もし問題があるとすれば, データ

のとり方, それから, 計量経済分析の仕方にあるんだ

と｡

久保 この論文の結論は, 日本のなかの所得不平等

が何で決まるかということを政策面から説明するとき

の一つの助けにはなりますよね｡

大森 あと, もう一つは, われわれは究極的には人々

の幸福感に関心があるわけですよね｡ それを通常のデー

タでは直接観察できないので, 従属変数として所得を

用いたりするわけです｡ 幸福感の一部である平等感と

いった, 効用レベルのデータ分析を直接やっていると

考えることができますよね｡ それで, おもしろいなと

いうか, 非常にオリジナルだなと私は思いました｡

Ⅵ 成果主義

●大竹文雄・唐渡広志 ｢成果主義的賃金制度と労働

意欲｣

久保 いわゆる成果主義的な人事体系が日本で非常

に最近広く導入されているといわれていますが, 実際

に成果主義的賃金体系を導入して, ほんとうに労働意

欲が上がったかどうかということと, どういうところ

で労働意欲が上がってどういうところで下がったのか

ということを取り上げています｡

83 社, 1800 人の労働者に対して, ｢成果主義導入に

伴って, あなた自身の働く意欲は過去 3 年間でどのよ

うに変わってきましたか｣ という質問で, 過去との差

を聞いています｡ 基本的にはその回答を被説明変数に

して, 仕事のあり方の変化, 個人属性, 賃金, それと

成果主義を導入しているかどうかで説明して, 順序プ

ロビット分析をしています｡

主な結果としては, 成果主義を入れているかどうか

は実はあまり大事ではないという知見が一つ大きな成

果だと思います｡ 全般的に働き方, 成果主義を支える

ような働き方が導入されているかどうかが大事だとい

う結論です｡
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以上が内容ですが, 成果主義的な賃金体系というの

は一体何なんだろうということが問題になるかと思い

ます｡ 本来労働経済学的にいう成果主義賃金とは全然

違って, 現実に採用されている成果主義賃金というの

は目標管理制度が多い｡ 目標に対してどのぐらい達成

できたかが評価の対象となるわけです｡ そのような制

度を, 単純なプリンシパルエージェントの枠組みで考

えていいのかというのが一つ｡ それから, 成果主義的

な話をする際のもう一つの大きな超越的な批判になる

わけですけれども, 成果主義賃金を入れるのは, 労働

意欲を向上させるためだという前提でみんな分析して

いるわけですけれども, 実際そんなことはない｡ 二つ

あって, 経済理論的にも成果主義賃金が生産性を高め

るというのは, モチベーションを高めるということの

ほかに, ソーティングと目標設定効果があるわけです｡

ソーティングの理論によると, 能力・やる気のある人

は成果主義的な企業に入る一方, 能力・やる気のない

人は固定給の企業を選ぶ｡ 結果として, やる気と関係

なく, 成果主義的な企業の生産性のほうが高くなる｡

もう一つは, やることがたくさんあっても, 最終的な

目標が設定されていると努力をどこに配分するかわか

るので, 業績が向上しやすいというメカニズムもあり

うる｡ そうすると, 別に意欲が高まらなくても生産性

は高まるだろうというのは経済学的にも納得できる話

です｡ そういうのを無視して, 意欲が上がったか下がっ

たかだけ見ているというのはちょっと変ではないか｡

人事部の人に聞くと, 労働費用を少しでも変えたいだ

けで, 実は別に意欲を上げようと思って入れたわけで

もありませんということを言うわけです｡ 極端な話を

言うと, 企業から見てそれほど望ましくない労働者が

意欲を上げても, 企業にとっていいわけでもない｡ 逆

にやめてくれたほうがいい場合もあると｡ そうすると,

労働意欲が上がってるからよい, 下がってるからよく

ないという分析自体, どういう枠組みで考えているの

かという気もします｡

神林 実証研究するうえでは, 久保さんがおっしゃ

られたことをもう少しに真摯に受けとめる必要はある

と思います｡ 成果主義を入れたときに本当にモチベー

ションが上がるかに関して, はっきりとした理論的な

フレームワークがあるのかと問われると, いろいろあ

りすぎて逆に根拠は乏しいように思えます｡

佐々木 年功序列を採用している場合, 何も努力し

なくても給料が上がるなら努力はしませんよね｡

久保 海外の話だと, やる気は上がってないけれど

も成果は上がったとかいう話は結構ある｡

大森 私がよく理解できなかったのは, 成果主義導

入の効果をどのようにして識別しているのか｡ つまり,

成果主義導入というのは内生的なものですよね｡ 何ら

かの理由があったから, 例えばその中には, ここでい

う従属変数である意欲が落ち込んだので成果主義を導

入したというようなことはありえるわけですね｡ 内生

性をコントロールしていないのだとしたら, 何か成果

主義の見かけ上の効果が出てきてもよさそうなんだけ

ども出てこない｡ 何かちょっと不思議ですね｡

久保 そうですよね｡

神林 ほんとうは, 成果主義を入れると意欲が上が

るかというのが見たいのですが, 悪いから入れたとい

う相関があると, 本来だったらプラスに出るはずです

が, ネガティブバイアスがかかってしまって……｡

大森 逆じゃないですか｡ 例えば, 成果主義の効果

が全くないとします｡ だけども, 意欲が落ちたので試

しに成果主義を入れてみたとします｡ 何もしなくても

いずれは意欲が上がるわけですよね｡

神林 一度落ちたら自然に上がると考えてはいけな

い, 落ちっぱなしと考えればいかがでしょうか｡

久保 そこはタイミングの問題だと思いますけどね｡

それに, この分析は基本的にクロスセクションなの

で, 意欲が低い会社が成果主義を導入している, 意欲

が高い会社は導入していないとすると, 単純にやると

成果主義と意欲の間に逆の相関が出てもおかしくない｡

大森 本来見るべきは何かというと, 同一企業にラ

ンダムなタイミングで成果主義を導入したらどうなる

かなのですが｡

久保 そうです｡ それに, ほんとうに効果を見るの

であれば, 導入後, 最低でも 1 年はたっていないとま

ずいのではないかと思います｡ 新しい制度が導入され

て, それで査定されて, ボーナスと給料をもらって,

昇給した, しないということを従業員が一回は経験し

てからではないと, 従業員は成果主義に対して意見を

形成できないのではないかと思います｡

大森 それには必ずしも成功しているとは言えない｡

久保 特にこれを見ると, 1700 人答えているので

すけれども, 成果主義を導入していないという会社で

働いている人が 1400 人, 導入したという会社で働い

ているのが 300 人なので, ちょっと人数に違いはあり

ますね｡
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大森 言ってみれば, 成果主義を導入するという会

社がこれだけ少ないということは, 成果主義を導入す

るということはかなり特異な事態ですよね｡

久保 それに, このアンケートですと, どんなもの

でも成果主義の導入と言えるんですよね｡ 考えてみれ

ば, 成果の効果を弱めるような改革をする会社なんて,

今はないですよね｡

佐々木 結局, アンケート調査では, 人事の方に成

果主義を導入しているか否かを単に聞いているだけで

あり, これでは人事は私たちが考えている意味での

｢成果主義｣ を本当に理解して, そして実践している

のかどうかがわからない｡

神林 労働者の認識も｡ だからこそ, 成果主義を導

入したかどうかという変数には説明力がないのかもし

れません｡ 額面上, 成果主義を導入したとかしないと

かと宣言したり, 何か胸を張って説明したりすること

自体は全く関係ない｡ 実際に, 例えば職務の権限をき

ちんと委譲しているのか, 職務の範囲をきちんと明確

化しているのかが問題なのではないかと解釈できると

思います｡ それに, この解釈は先行研究と全く一致し

ていますし｡

佐々木 結局, 働き方が重要ですよね｡ 働き方と制

度をセットにして考える必要があります｡

神林 あとは, 能力開発の機会です｡ 労働者に対し

て聞いているので, 何か長期的なスパンがあって, 自

分がやりたいようにキャリアを形成することができる

んだという意識を持っている場合と, ちょっとこの会

社はそういうことはできないなと思っている場合とで

は, やはり違いが出てくるのではないでしょうか｡

●都留康 ｢希望退職と逆選択 企業内人事データ

による検証｣

久保 これはある一つの会社から人事データを入手

してどういう人が希望退職に応じているのかを見てい

ます｡

この企業では 2 回, 希望退職の募集を行っています｡

従業員のグループが三つありまして, 希望退職募集で

やめた人, それと, 自己都合でやめた人, それと, や

めなかった人です｡ そこで, 希望退職に応募したのは

どういう従業員だったのかを分析しています｡ 会社と

しては生産性があまり高くない人からやめてほしいと

思っているだろうと仮定してやっているわけですけれ

ども, 実際はどうだったのかということです｡ 結論は

1 回目と 2 回目の希望退職の募集で違う｡ 従業員に対

する査定点がありまして, その査定点が高いか低いか

ということに着目しています｡

1 回目では, 希望退職に応募した人の査定点は自己

都合退職者よりも低い｡ つまり, 査定の低い人からや

めているということで, 会社にとって予想どおりなの

ではないかという結論になっています｡

ただ, 2 回目になりますと, 非管理職では希望退職

応募者の査定点が全体よりも高く, 自己都合退職者の

差定点も残った人よりも高い｡ つまり, 1 回目はあま

りよくない人がやめたのですが, 2 回目は優秀な人か

らやめていっているのではないか, ということで, 最

終的にはあまり会社の希望どおりいっているとは限ら

ないという話だと思います｡

非常に細かい人事データを使っています｡ ただ, だ

れが会社にとって望ましいかということを考えたとき

に, 査定点以外の情報もあればもっとよかったのでは

ないかと思いますが｡

神林 査定点は労働者に公表されていたのでしょう

か｡ それに, 年齢はやっぱり高い方のほうが退職して

しまうのでしょうか｡ 査定点は, おそらく相対評価に

なっていると思いますけれども, どの範囲で相対評価

をしているのかなどを考慮して, 年齢と組み合わせる

と, あたかも査定点が高い人が辞職しているかのよう

に見えるけれども, 実は年齢の高い人が退職している

だけかもしれません｡

佐々木 そのあたりは詳しくは議論していないよう

ですね｡ 結局, 1 回目では, 社員は会社がもう悪くな

らないだろうと思うが, 2 回目になると, 社員は会社

が危機的な状況にあると感じるのでしょう｡ よって,

1 回目では優秀な人は会社に留まるが, 2 回目には優

秀な人は会社から出ていく｡

神林 このとき ｢3 年間｣ が結構重要な長さで, こ

れが ｢10 年間｣ だとやはり査定点が低い人がやめる

可能性もあるということでしょうか｡

久保 そうかもしれません｡ それに, この 1 回目の

内容と 2 回目の内容の関係は, 今までわからなかった

ことです｡

神林 確かに興味深いですね｡ そうなると, 次に問

題になるのは, 自分の会社が危ないというのを労働者

はどうやって知るのかということになるのでしょうか｡

佐々木 やはり働いている人は会社に関する内部情

報を得やすいのでは｡
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神林 どうなのでしょう｡ 解雇事件に関連してヒア

リングしたことがあるのですが, 1970 年代ごろは,

やはり労働者には会社の状況がわからなかったようで

す｡ 本社・本部や経理セクションにいると金回りがま

ずいかもしれないなどはわかるのですが, 現場の人間

は結構わからないところがあるということでした｡ そ

こで急に雇用調整します, 解雇しますというと……｡

佐々木 寝耳に水という感じ｡

神林 寝耳に水｡ で, どうなるかというと, 紛争に

なる｡

佐々木 それはやっぱり企業規模にも依存するので

しょうか｡

神林 50 人とか 60 人クラスの職場もありました｡

佐々木 もうそうなると経理の一部の人間だけが財

務状況を知っていて｡

神林 隠すらしいのです, そういうときには｡

佐々木 箝口令をひくわけですね｡

神林 ええ｡ ところが, 1980 年代ぐらいに入って

くると, 積極的に情報を出すようになったようです｡

まずいときには, まずいぞまずいぞと, ことあるごと

に言い続けて, 最後に希望退職を募集する, というよ

うに手順を踏むようになってきたようです10)｡

佐々木 希望退職を促すように, その前振りとして

なにかやるのでしょうか｡

久保 この論文で扱われている企業も, 希望退職の

募集の前にちょっと成果主義っぽいことをやっていま

すね｡ ある特定の労働者をやめさせようというような

ことがあったかもしれません｡

神林 そのときに, 労使間で会社の状況に関して,

さらには会社がその労働者をどう評価しているかとい

うことに関して, 共通認識をつくっていると……｡

佐々木 お互いにどういう状況か知り合おうという

ことですね｡

神林 そうすると, 自己選択がきちんと働いて……

久保 やめてほしい人からということになる｡

佐々木 なるほどね｡

神林 というメカニズムはやはり働いているのかな

と思います｡ それが成功しているところは, かなり早

く雇用調整が可能になるでしょう｡ ただ, 雇用調整に

関しては, 一般にはそれほどわかっていないのが実情

だと思います｡ 特にこの論文のデータセットは 1993

年と 1996 年ですけれども, 雇用調整が本格化したの

は 1997 年以降ですし｡ 雇用調整のメカニズムがほん

とうはどこにあるのか, 日本では解雇費用は高いのか,

このあたりの研究はまだ必要でしょうね｡

久保 そうですね｡ ただ, データのおもしろさが先

行して, 理論的にどう考えるとか, 普通の企業行動と

か労働者の行動の話とどう結びつけるかは, まだこれ

から考えるべきところだと思います｡

●上原克仁 ｢大手銀行におけるホワイトカラーの昇

進構造 キャリアツリーによる長期昇進競争の

実証分析｣

久保 これは給料と査定のデータは使っておらず,

昇進したかどうかだけを見ています｡ 銀行 3 社を対象

にしています｡ 長期信用銀行が一つと都市銀行二つで,

『銀行職員録』 という公表されたデータを使用してい

ます｡ だれがいつ, どの役職にいるかということだけ

を丹念にずっと何十年も追っていって, キャリアツリー

を描いています｡ 検証しているテーマが二つあります｡

一つは, 日本企業の特徴は遅い昇進と言われているけ

れども, ほんとうにそれはデータで確認できるかどう

か｡ 2 番目, 昔のキャリアツリーの研究でよくいわれ

たことなんですけれども, 日本の内部労働市場は実は

競争が働いていて, 終身雇用といっているけれども,

競争に負けた人からどんどんやめていっているという

ような話があります｡ このような話はデータで確認で

きるかどうか｡ 具体的には, 入行後 30 年が過ぎた同

年入行のグループに着目をしています｡

結果として, 二つあります｡ まず遅い昇進はあるか

ということに関しては, 長信銀と都市銀で全然違う｡

長信銀に関しては, 遅い昇進モデルと非常に整合的で,

基本的に全員同時に, 入行後 10 年, 20 年たった後で

も, ほとんど同時に昇進している｡ 逆に都市銀行の場

合は, 割と早い時期から競争があって差がついている｡

管理職に昇進する時点でかなり格差がついています｡

二つ目の仮説として, 昇進がおくれている人ほど転

籍, 退職するかというと, それは違う｡ 基本的にはあ

る程度昇進した人がやめているという結果が得られて

いる｡ 逆に昇進しなかった人というのは, 割と銀行内

で滞留しています｡ これは大きい銀行なので, ある程

度出世すると, ほかの会社にもらわれていきやすいの

ではないかと考えています｡ 優秀というか, 出世が早

かった人からやめていっている｡ 出世が遅い人はあま

りやめてないという結果になっています｡

コメントとしては, 結果は限られたデータで非常に
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おもしろい結果が出ていると思いますが, キャリアツ

リーを描いているだけなので, もうちょっと分析でき

ないか, 内部労働市場とかランクオーダートーナメン

トに関する理論との関係についてもう少し触れられる

と面白いと思いました｡

神林 もし論文の結論が正しいとすると, 転籍する,

あるいは, 出向するということ自体がキャリアの失敗

であるとは認識されてないということになりますね｡

久保 ということなんでしょうね｡ ここはほんとう

に出たということしか見てないけれども, 支店長経験

者とかそういう人から抜けていく｡ 銀行は特殊だと思

いますけれども, 確かに出向, 転籍は別に悪いことで

はないという話でしょう｡

神林 このような研究で一つ気になるのは, 非常に

狭い範囲のコーホートをターゲットにしてデータをい

じりますよね｡ もちろん, 長期のデータをとらないと

いけないので, あるコーホートに属する人たちしかい

ないというのはわかるのですが, そのコーホートに注

目することによって発生する偏りというのは気にしな

くてよいのでしょうか｡

久保 いや, 気にしたほうがいいですよね｡ これは

結局一つの銀行の一つのコーホートですから, ほんと

うに一つのケースですよね｡ だから, 現在の状況で,

この論文がどういうインプリケーションを持っている

かというと, ちょっと考える必要がある｡

大森 仮説 2 というのが, 労働経済学の理論でいう

と, レイディング仮説と整合的ですね｡ できるやつほ

どとられるという｡ おもしろいなと思いました｡

佐々木 仮説 1 は, 最初に出世する人がどんどん出

世するというファーストトラックと合致していません

ね｡

久保 データ上は, 全く逆ですね｡ だから, 遅い昇

進パターンですね｡ 全員一緒にゆっくり昇進させるこ

とで, 一生懸命働くというモデルが適用されるという

ことですね｡

佐々木 欧米では, キャリアの初期段階から幹部候

補生を選抜し, 重要なポストに登用しながら, 将来会

社を担う人材の育成に力を注ぎますけれど, 最近日本

でも欧米企業のような人材育成方法を採る企業が多少

はあるのではないでしょうか｡

久保 これは銀行なので, やっぱり全然違いますよ

ね｡

神林 そのあたりの違いというのは, 本来は追究し

てほしいですよね｡

久保 それに, 企業が成長しているときには, 出世

の早い人がいないと管理職が足りなくなりますよね｡

この論文に関しては, 企業の置かれた状況との関係を

もっと意識したほうがよかったでしょう｡

神林 なので, 観察結果が技術条件によっているの

か, そのときに会社が置かれた状況によっているのか,

それとも, ほんとうに最適な対応として違っているの

か, 興味深いところだと思います｡ それに, ファース

トトラックがあったときに, 一番難点としていわれる

のは, 負けた人のインセンティブを担保できない, 1

回勝負しておしまいという点だと思います｡ 日本の場

合, ファーストトラックをつくらないのは, ディスイ

ンセンティブが発生したときのコストが非常に大きい

からかもしれません｡ チームワークをベースとした職

場であれば, だれか一人だけでもやる気がなくなって

しまうと職場全体の雰囲気が悪くなってしまうかもし

れません｡

久保 逆に, アメリカのファーストトラックの一番

いいのは, 若くしてリーダーをつくれることですよね｡

65 になって初めて役員になったりすると, リーダー

シップを持って企業を変えていくというのは難しいか

もしれない｡

神林 遅い昇進で差をつけずにきて, 差がついてし

まった人は外に出す｡ そういうふうに考えられている

ので, 遅い昇進と出向, 転籍というのは対になってい

るとも考えられます｡ しかし, この論文では逆に出て

いる｡ 実際データセットをつくるのはとても大変だと

思いますが, 同じ銀行でも, もう少しケースを増やし

て確かめることは可能かもしれません｡ 論文の数は増

えないけれども, クオリティは圧倒的に上がります｡

佐々木 量より質ですね｡

Ⅶ その他

●斉藤孝 ｢戦間期日本における近代・伝統部門間賃

金格差｣

●津島正寛 ｢失業・犯罪・年齢 時系列データに

よるマクロ分析｣

神林 斉藤論文は歴史研究の部類に入ります｡ きょ

うの座談会でも再三出てきております賃金格差につい

て, 少し昔の事例を勉強してみようというときに役に

立つのではないかと思って取り上げました｡ この論文
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で扱われているのは, 日本の 1920 年代から 1930 年代,

第 1 次大戦後から第 2 次大戦前にかけての両大戦間期

といわれる時期です｡ その時期の, 農業部門と工業部

門の賃金格差の要因を調べようというのが論文の目的

です｡ そのための鍵として, 農業部門においては, 就

労が過剰であるということ, 工業部門においては, 労

使交渉, バーゲニングが行われるということを取り上

げて分析しております｡

ここで ｢過剰就労｣ という少し耳慣れない言葉が出

てきますので, 少し解説が必要かと思います｡ 論文の

中では大川一司さん, 東畑精一さんの本が参照されて

おりますが, 発展途上段階の農業部門では, 失業人口

を吸収するという役割を持っていたので, 実は限界生

産性で賃金が決まっていたわけではない, 平均生産性

で賃金が決まっていたと考えるべきだという主張があ

ります｡ 1973 年のアーサー・ルイスの二部門モデル

ということでモデル化されたもので, 開発経済学では

一定の説明力を有すると理解されている文脈です｡

日本においては, 戦前期, 1920 年代から 30 年代が

現在の低開発国と似たような発展段階だったと考えら

れています｡ そしてこの時代は, 日本において農工間

の賃金格差が急激に拡大した時期に当たります｡ その

要因は何かというと, この論文では, 農業部門では平

均生産性で賃金が決定される一方で, 工業部門におい

て労使交渉制度が成立して, ナッシュバーゲニングに

よって賃金が決まり, レントを労使で分け合う傾向が

でてくる｡ そこであぶれた人が農業にすべて吸収され

て平均生産性に等しいように農業部門の賃金が決定さ

れる結果, 農工間の賃金格差は拡大したと結論づけま

す｡ 従来日本経済史の分野で指摘されていた農産物価

格の暴落ですとか, 大企業部門での技術進歩は格差形

成への寄与が小さかったのではないかとしています｡

データに関しては, 論文の書き方として少し問題だ

と思うのですが, データソースが出ていないのです｡

参考文献で, 一橋大学経済研究所がつくった長期経済

統計が挙がっているので, おそらくこれをソースにし

て回帰分析をしているのだとは思うのですが, もしそ

うだとするとまた別に気をつけなければならない点も

でてきます｡ 実はこの長期経済統計というのはいわゆ

る生データではなくて, ある経済関係を前提として生

成された加工系列に当たるものです｡ ですので, 加工

系列を説明変数として, あるいは被説明変数として回

帰分析を行うのは, やはりある程度気をつけなければ

いけないと思います｡ 工業部門ではナッシュ交渉解で

賃金が決まり, その交渉力が 1920 年代から 1930 年代

にかけて変化しているというのが, モデルの主なドラ

イビングフォースになっているわけですが, その交渉

力の変化の代理変数として組合の数の増加をとってい

ます｡

以上が, ある程度詳しく説明したこの論文の中身に

なります｡ 最近, 正規・非正規雇用の賃金格差, ある

いは男女間の賃金格差といったことがよく分析の対象

になり, その関心はますます広がっています｡ 実際,

今回の座談会でもとりあげられたように, 営利非営利

の賃金格差も分析対象になってきているわけですけれ

ども, ある程度長期的・歴史的に分析するという方向

もありえるのではないかと思いまして, この論文をと

りあげたわけです｡

長期的にというのは, 日本の経済のここ百数十年の

経済発展を見ることになります｡ その歴史のなかで賃

金格差が拡大した時期は大きく三つに分かれるという

のが斉藤修さんの研究などでも指摘されています11)｡

一つはこの論文が対象にした時期, もう一つは高度成

長期の前半で, 最後の一つは 1970 年代以降現在まで

持続している時期になります｡ 現在の労働経済学者は

1970 年代以降の賃金格差の拡大については結構関心

があるのですが, その時期の賃金格差の拡大が, 昔の

賃金格差の拡大と比べるとどんなメカニズムの違いが

あるのかなどという比較の視点はあまり持ち合わせて

おりません｡ 歴史研究あるいは労働市場の研究として,

地味な研究の類になるかもしれませんけれども, こう

いう研究もぜひしていただきたいと思いまして取り上

げた次第です｡

佐々木 単純な質問ですが, 1920 年代に労働組合

の影響力はそれほど強かったのでしょうか｡

神林 その辺は非常に長い労働組合運動史の研究の

蓄積がありまして, 誤解をおそれずに一言でまとめる

と, 戦前期の労働組合はあまり力を持っていなかった

というのが従来の通説だと私自身は理解しています｡

著者の立場は少し違うようですね｡

佐々木 二重労働市場から賃金格差を議論するには,

労使間のバーゲニング・モデルよりも効率賃金モデル

のほうが当てはまるのではないでしょうか｡ プライマ

リーセクターである工業部門では働いている状況を雇

用者はモニタリングすることが難しいので, 労働者の

賃金を market clearing の賃金よりも高く設定するこ
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とで, 工場部門で働くことに誇りを持たせ, 怠慢にな

らないように仕向ける｡ それによって発生した非自発

的失業者はこのままセカンダリーセクターである農業

部門に吸収され, 市場賃金で働くことになる｡ このよ

うに 2 部門から構成する経済では, 賃金格差が生じま

す｡

神林 これも誤解をおそれずに言うと, それが通説

だと思います｡ 論文でも, 近代部門の技術進歩が格差

形成に寄与したのではないかという仮説が説明されて

おります｡ 実際, 近代部門では, 欧米の近代的な技術

を直輸入してキャッチアップすることを断続的にやっ

ていました｡ ただし, そこで並行してやらなければい

けないことが労務管理方法の改造だったわけです｡ そ

のひとつのやり方が, 君たちは選ばれた人間だという

ことで賃金を上げてインセンティブを担保して, 早い

技術革新にキャッチアップさせるモチベーションをつ

けることだったのではないかというのが尾�煌之助さ

んなどの仮説だと思います12)｡

それによって, 戦間期も賃金格差が広がりました｡

また, もう一つ技術導入が盛んに行われたのは高度成

長期の前期ですが, ここにおいても同様の形で技術導

入が行われて, 技術導入が行われたところの賃金が上

昇して, 賃金格差が広がるというようなことが起こっ

たのではないかという議論はあります｡ この論文の著

者は, ある意味, そうではないと主張していることに

なります｡

佐々木 結果としては, 工場部門の技術進歩が賃金

格差にあまり寄与しないことはおもしろいというか,

珍しいと思います｡ 現在, 数量経済史の分野は盛んに

研究がされているのでしょうか｡

神林 逆方向だと思います｡ こういう研究はなるべ

くしないようにという方向でしょう｡ 残念ながら, 分

析手法の発展に経済史の研究者があまりついてきてい

ないところがありますので, むしろケーススタディ,

アネクドータルな証拠を集めるという方向にシフトし

ていると考えたほうがいいと思います｡ なので, ここ

はぜひ経済学の研究者が間を埋めないといけないとこ

ろでしょう｡

津島論文は全く違う話で, 犯罪社会学の方で, 犯罪

の発生率と失業率の間に相関関係はあるのかという議

論です｡ 結論といたしましては, 強盗と窃盗という財

産犯罪については, 実は 20 歳以降の青年階層で失業

率の上昇が犯罪率の上昇につながることがわかった｡

傷害に関して, あるいは, 少年層, 少年犯罪について

は, 失業率との相関関係は認められなかったという結

論です｡

データは 1955 年から 2001 年までの年次のデータを

使っておりまして, 被説明変数として検挙人口比率,

人口当たりの検挙数をとり, 説明変数に失業率をとっ

て, 分布ラグモデルを使って時系列的な相関関係を追っ

てあげるということをいたします｡ ただし, ここで強

盗と傷害と窃盗については, 3 種類, それぞれ別個に

独立に分布ラグモデルを推定しています｡ 主要な観察

結果は今要約したようにまとめられるかと思います｡

私も初めて知ったのですけれども, 意外にこういう

類の研究は日本ではなされていないようです｡ 失業が

発生したときの社会的なコストとして, よく社会不安

であるとか犯罪の発生であるとかがいわれているわけ

ですけれども, その点について実証研究に手をつけた

のは興味深いと思います｡ しかも, 結論が, 財産犯罪

についてはやはり失業率との相関が認められて, 特に

失業コストの高い青年階層でその相関が強い一方で,

傷害については, 失業率とは関係ないという非常にわ

かりやすい結果が出てきています｡

ただ, いくつか議論しないといけないこともありま

す｡ ひとつは犯罪の種類の間の関係でしょう｡ 特に代

替関係があるのかどうか｡ あとは, 明らかにトレンド

を持っているデータを使っているので, 分布ラグモデ

ルとはいえ, トレンドの除去はもう少し丁寧にやった

ほうがいいのかなと思いました｡ 最後の議論といたし

まして, 少々超越的ですが, 結局この論文は, 失業者

当たりの犯罪発生率はこの期間不変であることを前提

にして, 失業者数の変化が犯罪者数の変化と関係があ

るのかを考えているわけです｡ けれども, 40 年, 50

年のなかで失業者当たりの犯罪発生確率も変わってく

ることもありえます｡ なので, 係数が時間とともに変

動するようなモデルである程度考えていくことも必要

になると思いました｡

久保 失業の社会的なコストみたいなのをはかるの

はおもしろいですよね｡ 世間一般的には失業で離婚し

たとか一家離散とかよく言うわけだけれども, ほんと

うにそういうことが起きるのかどうかというのをちゃ

んと定量的に見ようというのは, おもしろかった｡

大森 雇用状況の悪化が社会に与える影響というの

をちょっと広く見てみると, 犯罪とか親との別居, 同

居, 結婚だとか, そういったことに加えて, 近年重要
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なのは, 働いている人の間での例えば精神疾患の問題

とか, よく言われている, うつの問題とか, そういっ

たのもこれから研究の重要性が増してくるんじゃない

かなと思いますね｡

佐々木 あと, 自殺との関連ですね｡ 失業率が上昇

すると自殺人数も増加しています｡ しかも, 主な自殺

理由の一つとして, 経済的な理由が挙げられています｡

失業状態にいるということは単に給料がないだけでな

く, それ以上に深刻なことなのかもしれませんね｡

神林 ところが, そのあたりは社会思想的には相反

する考え方があると思います｡ つまり, 失業状態に入っ

たときに十分シビアな状態にならないとモラルハザー

ドが発生するという考え方です｡ 失業して破産したら

政府が助けてくれると考えてしまうと, 安易に職業生

活を送ってしまうのではないかという思潮は一方で存

在しているわけですし｡ そのためにも, 失業で発生し

ているコストをある程度客観的な情報をもとに計算し

ていく必要はあるのだろうと思います｡

久保 これに関して, 罪を犯しているのが失業者か

どうかという話はしてないのでしょうか｡

神林 失業者, 特に青年の失業率が財産犯罪に影響

を与えるという仮説に関して, 青年で失業をしてしま

うと失われた利益が非常に大きいので, それを何らか

の形で取り返そうとしているのではないかという説明

はあります｡ データでフォローしているわけではあり

ませんが｡

久保 例えば, これは県別のパネルにすると, 分析

はちゃんとできるんじゃないかという気はしましたね｡

神林 県別のパネルは面白いかもしれません｡ 実際,

2000 年の 『日本経済研究』 に大竹文雄さんと岡村和

明さんの ｢少年犯罪と労働市場｣ という論文があり,

こちらは少年犯罪が中心ですが都道府県パネルが使わ

れています｡

それと, 理論的な可能性としてはマイクロな関係が

いくつか紹介されています｡ 正の相関があるという仮

説は直感的にわかりやすいのですが, 負の相関がある

という仮説もあるようです｡ 不景気になると人々は支

出を伴う外出を避けて, 家とか職場で大半の時間を過

ごす｡ 犯罪の大半は外出先で起こすので, 不景気にな

ると発生率が減るというものです｡ きちんと参考文献

が挙がっていて, 大人の失業が家庭や地域内の大人と

少年の接触機会を増やして, それが結果的に少年非行

を防止しているという考える説もあると思います｡ た

だ, 現実にこれを確かめられる, 利用可能なマイクロ

データはないでしょうね｡

大森 ちょっと気になったのですが, こういった時

系列データを用いたマクロ分析でも, 失業率ではなく

て, 少なくとも男性については就業率を使ってもいい

かなと｡

神林 ということで, いろいろなバリエーションを

持った研究というのもないわけではないとまとめてお

きたいと思います｡

Ⅷ M&A

●久保克行 ｢合併に伴う人事制度の統合と雇用・処

遇の変化｣

久保 まず私の論文なんですが, 合併をした会社の

データ, ある 1 社のデータなんですけれども, 合併前

と合併後を比べて雇用と処遇がどうなったかを見よう

というものです｡ 合併をして効率がよくなるとすると,

一体その効率の源泉は何なんだろうかということで,

もちろん規模の経済とか範囲の経済とか, いろいろ出

てくるわけですけれども, なかなかよくわからない｡

そうすると, 雇用が一つの源泉と考えられるのでは

ないか｡ 高い賃金をカットする, 余剰人員をカットす

ることで効率性を向上させることができるのではない

かということがあると思います｡

Schleifer and Summers の有名な ｢信頼の破壊｣

という論文があって, 合併してしまうと, 合併前の従

業員と会社との間の暗黙の契約を廃棄することができ

る｡ 買収者が利益を得ることができる｡ だから, 合併

や買収は, 従業員から買収者へ富が移転しているだけ

であって, 新たに富が生まれているわけではないにし

ても, 買収者から見ると富の源泉になりえるというよ

うな話です｡

そういったことが背後にあって, じゃあ, ほんとう

に合併した会社, 特に敵対的買収なんかが注目されて

いますけれども, 買収した後にそういう雇用の削減と

か賃金を下げるとかいうことをやっているのかどうだ

ろうかを確かめることは, 重要なテーマになりうると

思います｡ 合併というと, どうしてもファイナンスの

分野に研究の蓄積があるわけですけれども, 労働研究

も参入する余地があるように思うのです｡ ただ, カジュ

アルには, 合併に際して人は減っているという報告は

多いのですけれども, 逆に増えているケースもあるよ
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うなのです｡ いまのところ, 合併買収によって人が減

るかどうかははっきりしていません｡

日本に関してはそれほど文献がないので, この研究

では 1990 年代に合併したある会社の個人レベルの人

事データを, 1 社だけですが, 見ています｡ 合併の前

後で人の減少が観察されるかどうかというのが 1 点｡

2 点目として, どういう人がいなくなっているかとい

うことを確認するということ｡ 3 点目として, この会

社では合併に伴って賃金制度を変えています｡ 一部の

従業員に対して, 賃下げみたいなことを行っているわ

けです｡ 職能資格の再配置において, 得した人はだれ

で損した人はだれかということに着目する｡

結論から言いますと, 査定結果が悪い従業員ほど高

い確率で退出しています｡ ただ, 合併した後に退出す

るわけではなくて, 合併の前からどんどん退出してい

る, これは何回か希望退職の募集をやっています｡ 2

番目として, 年齢が高い人, 勤続年数が高い人ほど退

出確率が増加しています｡ 3 番目として, 合併に際し

て, 職能資格の再配置が行われています｡ 普通, 職能

資格制度というのは, 降格がありえないというのが一

つの定義のようなものだと思うんですけれども, ここ

では降格が行われておりまして, 評価の高い従業員は

新しい特別昇格みたいなものがある一方で, 評価が低

くて年齢の高い従業員ほど降格されているということ

でした｡

続けて, ちょっと似たような話なので, もう一つ｡

Gugler and Yurtoglu 論文｡ アメリカとヨーロッパ

において合併が企業の雇用に与える影響はどうかとい

うことで, これは企業単位で雇用の変化を見ています｡

仮説がちょっとおもしろくて, アメリカとヨーロッパ

を比較して, 合併に際して人が減りやすいのはどっち

だろうかということ, 雇用が合併の価値の源泉になり

やすいのはどっちかという問題設定なんです｡ 何とな

くアメリカのような気もするんですけれども, 彼らの

考え方はそうではなくて, ヨーロッパのほうが首を切

りにくい｡ そうすると, 合併という異常事態を利用し

て首を切ることができるのがヨーロッパ｡ アメリカの

場合, 別に合併でも, する前でもしなくてもいつでも

切れるわけだから, それほど合併を機にということは

ない｡ とすると, ヨーロッパのほうで人の首を切るこ

とが観察されるであろうということを予測しています｡

結論として, そのとおりで, アメリカでは合併, 買

収後, 雇用は減少していない｡ ただ, ヨーロッパでは

減少しているということが発見されています｡

神林 おもしろい研究ですね｡ 根本的になぜ合併す

れば首を切りやすくなるのでしょうか｡ 例えば, この

Gugler and Yurtoglu などでは, 欧米ではなぜ合併を

すると通常難しい雇用調整がやさしくなる, と説明さ

れているのでしょう｡ 異常事態宣言が発令されると,

交渉の妥結ポイントを下げて早めに退出をしようとす

るという理屈ですよね, おそらく｡ けれども, 買収さ

れるということは, 少なくとも今の企業価値よりも高

い企業価値に評価している主体があるはずです｡ だと

すれば, その企業の将来の収益は買収によって上がる

ことになります｡ 少なくとも期待は大きくなるでしょ

う｡

佐々木 それは雇用調整した上で適正な労働者の数

になったら, 企業の収益は上がりますね｡

大森 雇用調整を織り込み済みでということでしょ

う｡

神林 でも, そのときに, なぜ個々の労働者は妥結

ポイントを下げるインセンティブがあるのでしょうか｡

居残れさえすれば得する状況なので, 労働者同士で典

型的な囚人のジレンマが発生すると思うのですが｡ も

ちろん, 合併をしたときには制度的に雇用調整費用が

安くなるということはあるのかもしれませんね｡ 例え

ば, 通常だったら, 退職手当 3 カ月分を払わなければ

いけないのですが, 合併のときは 1 月分ですむという

ようなルールがあれば, わかります｡

久保 それは日本ですか｡

神林 いや, そんな……｡ 例えば, ヨーロッパでは

ありえるのかなと空想してみたわけです｡

久保 そういうルールは, 直感的にはあってもおか

しくないと思いますけど｡ それに, 合併して工場を減

らすとかいうのはよくある話ですよね｡ 製鉄所を 5 個

持っている会社と 5 個持っている会社が合併して, 10

個のうち, 一番生産性の悪い二つを落として 8 個にす

る｡

神林 そのとき, 2 個分の労働者を調整する費用と,

それぞれの会社が 1 個ずつつぶして, 合計 2 個分の労

働者を調整する費用のどちらがかかるかと考えると,

前者のほうが小さいという議論ですよね｡ その源泉は

何か, なぜ小さいのかというのがよくわからないので

す｡

佐々木 でも, それだけではなくて, 今まで高い職

能資格だったのを, うまいこと合併することによって
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下げていくことも可能だという議論もあるわけですよ

ね｡

神林 でも, 結局は同じですよね｡ 労働条件の不利

益変更が, 通常時と比較して合併時に認められやすく

なるのには理由が必要でしょう｡

久保 ただ, この論文は海外の話なので, 制度的に

何かある可能性はあると思いますが, 10 個を 8 個に

するのであれば, それぞれの会社で 1 個 1 個減らすと

なりますけれども, 10個を 9個にするのであれば……｡

神林 分割不可能性があるということでしょうか｡

久保 そうです｡ 正常時に 4.5 個分の需要を持って

る会社と 4.5 個分の需要を持っている会社があって,

合併したら 1 個つぶせる｡

神林 0.5 個はつぶせないけれど……｡

久保 1 個だったらつぶせる｡

神林 ので, 合併して 1 個つぶしてしまおうという

わけですね｡ それはわかります｡

佐々木 話は少し変りますが, 一般的に企業が合併

するときに, 労働組合に相談せずに経営者同士で勝手

に決めてもいいのでしょうか｡

久保 不利益変更があるときには労働組合との話し

合いは重要だという話は聞きます｡ これは何も法律的

な話だけではなく, 実際にも, 労働者が事前に察知し

て合併がうまくいかなかったとか, 合併を発表した後

に労働者が反対して成功しなかったというケースも幾

つかありました｡

神林 あの, 合併と買収の区別は, どこで判断する

のでしょうか｡

久保 企業 A と企業 B が一緒になって企業 C にな

ると合併｡ 企業 A が残って企業 B がなくなると買収

と考えればよいと思います｡ ただ, 日本の場合を見る

と, 純粋な敵対的買収が成功したケースはほとんどな

いと思います｡ 救済合併のケースはいくつかあります

が｡ 救済合併の場合は, 救済される側だけじゃなくて,

救済する側も結構人減らしをしています｡

神林 そのとき, 経営者が労働者に説明する理由は

どうなるのでしょう？

久保 経営者からいうと, 二つの企業を合わせて,

両方のいいところだけとるというのが理想なわけです

よね｡ だから, 経営者から見て, 両方で雇用を減らす

というのは多分合理的なんだろうと思いますけども｡

労働者を納得させるためにどうするかということです

よね｡ 産業全体で大きな動きがあるときに, 合併が起

きやすい｡ だから, この産業で今のままではやってい

けないというのは割と言いやすいことは言いやすいと

思います｡

神林 だとすると, 議論がもとに戻って恐縮ですが,

真の変数はやはり将来この事業がどのくらい利益を生

むかが重要になっていると考えられませんか｡ 労働者

にとっても, それだったらもうやめてしまおうという

きっかけになりますから, 希望退職に応募するかどう

かを決める最も重要な変数になるのだと思うのですが｡

その瞬間に一時金としていくらもらえるのかというの

もありますけれども, 合併すると宣言する, あるいは,

合併をすることが, 将来の利得を下げる筋道はどこに

あるのでしょう｡

久保 生き残れる確率は減るでしょうね｡ 期待収益

は生き残り確率かける将来の賃金になるので……｡

神林 そうか｡ ほかの会社から人が入ってくるので,

確かに自分は出世できなくなる可能性は高くなるかも

しれませんね｡

佐々木 ライバルが増えるということですよね｡

神林 ちなみに, 久保さんのデータは, 合併する前

にも, 合併した後にも希望退職を募集していますね｡

そのときの条件は変わっていたのでしょうか｡

久保 あまり変わってなかった感じですよね｡

神林 だとすると, 合併することによって, 労働者

の側の退職時条件が変化したとはあまり考えられない｡

しかし, 現実には, 1 回目で応募せず, 同じ条件なの

だけれども 2 回目で応募した人たちがいたということ

ですね｡

佐々木 1 回目のときは, 自分だったらこのままで

やっていけると思ったけど, 2 回目のときにはこれで

はもうやっていけないと思ってやめる人たちが出てく

るということでしょうか｡

久保 そうなんでしょうね｡ 合併前のときは, その

合併するという発表前にもやっているので, それと発

表後はまた違ってくると思いますけれども｡

神林 お手持ちのデータで, その違いを分析できな

いものでしょうか｡

久保 そんなにバリエーションがないので難しいの

ではないかという気がします｡

神林 ちょっと残念ですね｡ この論文の場合には,

合併したときに, 退出する人たちがいることと同時に,

職能資格の再評価が行われるということが結構重要だ

と思うのですけれども, これはほんとうに降格になっ

学界展望 労働経済学研究の現在

日本労働研究雑誌 29



ているのでしょうか｡

久保 降格にはなっています｡

神林 従来の職能資格制度では降格はまずありえな

かったことを考えますと, 降格を強行して, なおかつ,

強行された人が退出しないのであれば……｡

久保 これを降格と呼ぶかどうかということですね｡

事実上降格だろうとは思います｡ いままでも, 長い時

間をかけた後の, 逆転人事はいくらでもあるわけです

から｡ 自分が行くべきランクより 1 個下に行ったとい

うのは降格と考えていいのではないかと考えています｡

自分以外が全員昇格したというとらえ方も可能かと思

います｡

佐々木 これから日本でも企業合併が増加すると予

想されますが, どのようにデータを取得することにな

りますか｡

久保 それが難しいんですよね｡ ただ, 海外でも企

業単位のデータでやっていますよね｡ そうすると, 財

務データである程度の情報はとれるだろうと思います｡

日本でも最近連結決算に変わって, 従業員数のカウン

トの仕方がまた一から変わったりしているので, 昔と

今の比較が少し難しくなってきているということはあ

るんですが｡

佐々木 でも, 2000 年以降, 合併数というのは企

業規模に関係なく日本でも多いですよね｡

久保 例えば, 上場企業同士の買収・合併でやっぱ

り数十件はあります｡

佐々木 年に数十件｡ それだけあれば何とかならな

いものでしょうか｡

久保 日本の場合, 実はもともと上場子会社を取り

込んだとか, そういうグループ内の再編みたいなのが

結構あるので, それを除いてしまうと数はそれほどな

いんですよね｡ あと, ほとんど基本的には全部友好的

買収だという特徴もあります｡

神林 全体として, 合併とか買収という企業組織の

再編によって影響をこうむる労働者の数というのは,

就業者全体の何％ぐらいなのでしょうか｡

久保 それは考えたことがないのでわからないです

けれども, ただ, 上場企業でも何らかの形で企業再編

等はかなり増えています｡ 上場企業が 3000 社あって,

何らかの形で再編をやったのが, 今まで 300 件だとす

ると, 1 割ぐらいは影響を受けるかもしれない｡

神林 その程度はカバーするのですね｡ だとすると,

合併時に起こることは, 労働市場のフレキシビリティ

や賃金カーブといったところとどう関係するのかが問

題となるかもしれませんね｡

久保 合併だけじゃなくて, どんどん会社の組織が

変わっているので, 今までの内部労働市場みたいな話

との整合性をどうやってつけるかは, ある程度考えた

ほうがいいのではないかという気はします｡

神林 内部労働市場との関連でいうと, シュイライ

ファー・サマーズのいう ｢暗黙の契約の破棄｣ は, 日

本でほんとうに起こっているのでしょうか｡

久保 ブリーチ・オブ・トラストというのは, 信頼

の破壊が起こるかもしれないと思うと, もうみんな企

業特殊的熟練に投資しなくなるということだと思いま

す｡ 日本でも賃金プロファイルが寝てきたという話が

ありますよね｡ ひょっとすると, 少しは関係あるかも

しれない｡

神林 その点で, 近年リストラした企業が新卒採用

を再開しているわけですけれども, そのときの募集労

働条件が従前と比べて高くなっているのかどうかは気

になります｡ リストラが暗黙の契約の破棄だと認識さ

れているのであれば, リストラした企業はまた契約を

破る確率は高いと思われるはずです｡ そうすると, 年

功的な賃金体系にはちょっとサインはできない, 最初

から生産性並みの賃金が欲しい, そして久保さんご指

摘の年功カーブの平準化となるかもしれません｡

久保 とはいっても, 企業に関する雇用, 労働のデー

タというのはなかなかうまく集まらないんですよね｡

ほんとうに大手の企業だと, 財務データだといくらで

もあるのですが｡

神林 そのあたりは, アメリカの研究者の場合でも,

個人的なネットワークを使ってデータを収集するとい

う感じなのでしょうか｡

久保 アメリカの場合は, 逆に上場企業にこだわる

ことはなくて, 個票データの中で企業番号がとれれば

何とかなるということでしょう｡

神林 労働経済にかかわる大規模データセットの構

築ということでは, 大阪大学社会経済研究所のデータ

セットとか, 慶應義塾大学のパネルが現在進行中です

けれども, 世帯データなんですね｡ 事業所データにつ

いて新しいデータセットを構築しようという動きはあ

まりない｡ 労働だけの問題ではなくて, 産業組織の分

野であるとか, あとは, マクロの分野でもかなり重要

になってくるとは思うのですが, 事業所のデータセッ

トというのを構築していく必要はあるでしょう｡
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久保 事業所というより企業単位も大事です｡ 特に

日本だと事業所別に人事体系が違うところはあんまり

ないので, 企業単位でほんとうに大ざっぱでいいから

データは欲しいです｡ 労働関係とか組織となると, 網

羅的なのは全くないんじゃないですかね｡

神林 一般的にこういうことができるのではないか

という研究は, データの質がついてこないことがおお

いですね｡ 今まで話してきた合併や人事という題材に

なると, データの壁は大きそうです｡

久保 そうなんですよね｡ ただ, 労働経済学の一つ

の方向だとは思うんですよね｡ 理論的にもある程度契

約理論とか組織の話でいえそうなことはいろいろある｡

我々の生活にもかなり重要な影響も出るということな

ので, やってみたいことはやってみたいですね｡

Ⅸ 外国人労働者あるいは貿易

● Eiichi Tomiura ‶Import Competition and

Employment in Japan: Plant Startup, Shutdown

and Product Changes"

佐々木 この論文の目的は, 雇用創出と喪失に対す

る輸入価格の影響を検証することです｡ 現在中国から

の輸入が増加の一途ですが, 国際競争が日本の労働市

場にどのように影響を与えるかというのは昔から重要

なトピックであります｡ 日本だけでなく, 欧米でもこ

れに対する問題意識は高い｡

データは工業統計から four-digit longitudinal data

を使っております｡ 産業別データがバラエティに富ん

でおり, アメリカのデータよりもリッチなデータであ

るということを強調されております｡

結果は, 輸入価格が上昇すると雇用は創出される｡

その一方で, 輸入価格の上昇は雇用喪失に対してマイ

ナスの効果を与える｡ また, それらの輸入価格の効果

は小さく, 輸入価格は労働市場の需要側に大きな影響

を与えないと解釈できます｡ 海外の研究でも同じよう

な結果が得られています｡ よく新聞や雑誌で, 安価な

中国製品が大量に輸入されることにより日本の雇用が

奪われるといわれていますが, それほど大きな影響は

ないと言えるのではないでしょうか｡

久保 そのとき, 安いものが入ってきたときに, 日

本全体として操業をやめているのでしょうか｡

佐々木 雇用喪失が増加するので, 日本全体として

操業をやめていると解釈できますね｡

久保 ただ, ネットの生産性みたいなのが上がるん

じゃないですか｡ 例えば 1 人当たりの付加価値みたい

なのが上がるという可能性はある｡

佐々木 ここではそこまでわかりませんが, 生産性

の低い企業は退出して, 生産性の高い企業しか残らな

いので, 日本全体の生産性は高くなるでしょうね｡

久保 貿易とか, 産業組織論なんかだと, 海外のも

のと輸出が厳しい産業ほど, 生産性は上がるみたいな

話はありますよね｡ 結果的に業績のいいところだけが

残るとすると, そんなに悪いことではないということ

も言えるのかもしれません｡

神林 この種類の議論で, 理論モデルに動学モデル

を使っているものはあるのでしょうか？つまり, 投資

まで含めてモデルをつくって, たとえば輸入価格が外

生的なショックで変わったときに, 投資をどのように

振り向けるようになるのか, といったことを考える論

文です｡

大森 海外の直接投資はたしかありましたよね｡

佐々木 輸入価格低下に伴って雇用創出を控えたり,

雇用喪失する企業の中には, 操業することを控えたり

やめたりするだけでなく, 海外に雇用を移動させてい

ると考えることができるのではないかということです

ね｡

大森 雇用自体がシフトする｡

神林 とはいえ, この議論は, 論文では明示的に扱っ

ていないですね｡

大森 ほかの研究者で, 海外直接投資のデータを使っ

て他のトピックをやっている人はいますよね｡

神林 だとしたら, 他分野の既存研究で, 輸入価格

が下がった産業ほど, 海外直接投資が増えるのか確か

められているかもしれませんね｡

大森 ただ, 通常海外直接投資って輸出産業からで

すよね｡ 輸入価格とどこまで関係があるのでしょうか｡

佐々木 たしかに｡ 産業別で見れば, 海外投資の変

化が労働需要に大きな変化をもたらす産業もあります

が, 日本経済全体で見れば, 労働需要への変化は微々

たるものでしょう｡ 昔クルッグマンが国際貿易の変化

に対して主張していたことと同じことが言えるなと｡

久保 その背後には, 多分部門間の労働移動がそん

なに大変じゃないというのがあるんですかね, 今日の

最初の話に戻りますけれども｡ もし, 高齢者は移動し

づらいという話があるのであれば, ちょっと日本では

状況が違うかもしれないですね｡
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神林 そうですよね｡ 輸入価格が減少することによっ

て影響を受ける産業ほど, 高齢者が多いとすれば, 議

論する余地は出てくるかもしれません｡ その程度の事

実確認はされているのでしょうか｡

佐々木 全くしてないというと語弊があるかもしれ

ませんが, 輸入価格と産業の年齢分布との関係に着目

した論文はないと思います｡ ただ, 先行研究としては,

橘木さんたちが 1999 年にやっていますね13)｡ あと,

1989 年に�口さんたちの研究があります14)｡

神林 全体としては, やはりあまり関心がなかった

のでしょうね, 今まで｡

佐々木 輸入価格や海外投資などの労働需要に対す

る影響は多くの経済学者にとって関心があるトピック

だと思います｡ しかし, 労働経済と国際貿易の二つの

分野を融合させる人がなかなか出現しなかったという

ことですね｡ 経済学者以上にマスコミのほうがよくこ

れらのトピックを取り上げてきたきらいはあります｡

久保 ただ, これ, 雇用だけじゃなくて, 賃金とか

生産性とかいろいろ考えられそうですよね, 被説明変

数として｡

神林 壮大な一般均衡モデルになりそうですね｡

あとは技能形成の問題は取り上げられないでしょう

か｡ 外国人労働の話題かもしれませんが, 国内での生

産形態が変わってしまうことによって, 雇用形態にど

ういう影響があるのかは考えどころだと思います｡ 例

えばパートさんが増えるかどうかといった視点です｡

佐々木 それはコストを安くするということですか｡

久保 輸入価格が変わって, 生産性を上げないと競

争できないのであれば, 当然, 1人当たりのアウトプッ

トを上げなければいけないですよね｡

神林 そのとき, 1 人当たりの売り上げを増やすの

と, 1 製品当たりのコストを削減する方向があります

が……

佐々木 コストを引き下げるために, 請負労働者や

パート労働者が取って代わる｡

大森 機械化や情報化が進んで, それと補完的な労

働需要が高まるということも考えられますよね｡

神林 もしそういう一般的な理屈があるとすると,

1980 年代以降のパート労働者のシェア増加の中で,

国際競争によって生じた部分があることになりそうで

すね｡

佐々木 私自身, 部門別は別として, 日本全体で 80

年以降の国際競争がパート労働者比率の上昇に寄与し

たとは考えにくいが, 調べてみる必要はあると思いま

す｡

久保 何となく競争が激しくなることは悪いことで

はないという感じはしますけどね｡

神林 やはり一つのトピックスになるかもしれない

ですね｡

●David Card ‶Is the New Immigration Really So

Bad?"

佐々木 近い将来, 日本にも多くの外国人労働者が

入ってくる可能性は十分に考えられます｡ 5～10 年後

の研究対象として, 外国人労働者の問題が取り上げら

れるでしょう｡ ここでは, 外国人労働者の研究業績が

蓄積されている欧米では現在どのような研究がなされ

ているかを紹介します｡ まずは David Card のサー

ベイ論文ですが, 重要なトピックを二つ挙げておりま

す｡ 一つ目は, 外国人労働者が来ることによって, 彼

らと競合する自国の労働者は割を食うのかということ

です｡ 二つ目は, 同化 (assimilation) の問題です｡

最近, 日本でも多くの日系人は短期滞在型から永住型

に変更していますが, 彼らは日本社会に同化している

のか｡ 本人だけでなく, 二世や三世は各世代で経済的

にも同化しているのか｡

まず一つ目で, 外国人労働者が低い教育水準の自国

労働者と競合するのかという問題ですが, 分析方法の

やり方としては地域別パネルデータを使って, その地

域の外国人の人口比率と地域の賃金の相関関係を検証

しています｡

神林 こういうデータセットがあれば, 日本でもこ

ういう研究ができるのではないかという提案を少しい

ただけるとうれしいのですが｡

佐々木 都道府県別に賃金はわかります｡ あとは,

都道府県にまんべんなく外国人労働者が滞在していれ

ば, ローカル市場における外国人労働者の比率が出ま

すよね｡

神林 外国人の割合は, 都道府県別に毎年出ていま

すよね｡ おそらく各市町村で持っているのではないで

しょうか｡ 就業しているかどうかを含んでいるかは定

かではありませんが｡

佐々木 ただ, 外国人労働者が地域別にランダムに

滞在していなければ困ります｡

神林 それは難しいかもしれません｡ やはり外国人

は外国人が多いところに移民するでしょうし｡ 外国人
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の流入が地域的にランダムでなくても, David Card

が一生懸命やっているような何か急な政策変更で移民

が増えたときに, その変化が識別に使えればよいので

すが｡

大森 その点では, 入国・在留審査基準の緩和とか

ありますよね｡

神林 たしかに, 1990 年の入管法の改正・緩和は

ありました｡ このとき, 入管法の改正がどの地域にも

同様の影響を与えたのかというと, おそらくそうでは

ない｡ どうしてもすでに先達が入っているところの地

域とそうではないところで影響に差があると思います

し, この影響の差がどのような形なのかは先験的には

なかなかわかりづらいのではないかという危惧はあり

ます｡

佐々木 あと, この方法での問題は, 外国人労働者

が地域労働市場に入ってきたら, 競合する自国労働者

が出ていってしまう可能性があります｡ すると, 外国

人労働者の増加による賃金の低下はありません｡

大森 それは重要ですね｡

佐々木 でも, CardとLewisの研究 ‶The Diffusion

of Mexican Immigrants during the 1990s:

Explanations and Impact" によると, 自国労働者の

移動性は小さいと言っています｡ では, 外国人労働者

の増加によって賃金が下がっているのかというと, 実

はそうでもない｡ それなら, 外国人労働者の増加に反

応してローカルの労働需要が増えたのではないか, そ

れが賃金低下をもたらさないのではないかと考えた｡

それで, ヘクシャー・オーリンのトレードモデルを利

用して調べたら, そうでもない結果となった｡ 彼らは

これは puzzling だと言っています｡

そこで, Borjas ‶The Labor Demand Curve Is

Downward Sloping: Reexamining the Impact of

Immigration on the Labor Market" は, 地域別の

労働市場で分けるのではなく, 労働者が持っている技

能レベル, すなわち, 教育水準と勤務年数のパッケー

ジを指標にして分けることを考えた｡ すると結果は,

外国人労働者が増加すると, 競合する技能レベルの賃

金は下がることとなった｡

神林 日本の場合には在日韓国・朝鮮人の方は除く

として, 特に日系ブラジル人, 日系ペルー人の人たち

が競合する分野は, 高卒の労働市場ですよね｡ だから,

アメリカの研究に比べると, 外国人労働者の流入で,

どの部分の労働需要が変化するかは比較的特定できる

のではないかと思うのです｡ おそらく, 高卒に対する

労働需要と賃金の変化と, 外国人の労働市場の流入と

いう関係ですね｡ 現在の公表データでは厳しいかもし

れませんが, 厚生労働省の外国人雇用状況報告を使っ

て, 外国人を採用した会社や工場が, 高卒の求人を次

の年に出すのかどうかというようなことは観察できる

と思います｡

久保 そもそも, 日本で外国人をたくさん採用して

るのは工場でしょうか｡

神林 都市部ではサービス業でしょう｡ 結局, 日本

の場合には, 外国人労働が流入してきた結果, 割を食っ

てるのかは誰なのかもまだ観察されてないですよね｡

データ上はっきりしてない｡

佐々木 はっきりしていないと思います｡

神林 だから, 何が起こっているのかすら, 現実に

は把握できていないと考えたほうがよいのだと思いま

す｡ それを把握するより前に, 社会保険がどうのとか

年金がどうのとか同化政策がどうのという議論に一足

飛びにいってしまっているのかなと思います｡

佐々木 そうですね｡ まずは, どの国の外国人労働

者がどこの地域にやって来て, そこでどのような職業

に就いて, 賃金をどれくらいもらっているかなどの基

本的なことから始めなければいけませんね｡

神林 私が読む限り, 社会学などで一生懸命外国人

労働のことを研究している方々は, 外国人については

非常によく調べているのですけれども, それによって,

潜在的に影響を受けた, あるいは, 実際に影響を受け

た人々については, あまり注目していないというのが

正直なところかもしれません｡

佐々木 ケーススタディでも, 外国人労働者が入っ

てくることによって, その周りの競合する日本人がど

のような影響を受けたかという研究は, 社会学の分野

ではともかく, 経済学の分野では私は知りません｡

神林 もちろん, 因果関係をどう同定するかは問題

です｡ David Card が使っているような外生的なショッ

クとしては, 入管法の改正というのが大きいかもしれ

ないですが, さきほどの話のようによく吟味してみな

いとわかりません｡

大森 日系人を特別視している点は使えないでしょ

うか｡

神林 うーん｡ 外国人流入についてのネットワーク

効果みたいなものを明示的にモデル化してしまう方法

はどうでしょう｡ 外国人を多く使う場合には, マニュ
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アルをつかってノウハウをしっかりするのだと思うの

ですが｡ 例えば, 保険の類の対応だとか, あとはビザ

に関する対応だとか, 機械のマニュアルをポルトガル

語にするとかしないとか｡ 1 回それに投資すると継続

的に外国人を雇いたいというところが出てくると思い

ます｡ そういう規模の経済性をうまく別に抽出してや

ることができれば, 制度変更だけで識別できるかもし

れませんね｡

でも, ひょっとするとアメリカとは違うところなの

かもしれないですね｡ アメリカの場合には, メキシコ

人とかキューバ人は, 訓練だとかとは無縁な不熟練の

職場に入っていると思います｡

久保 もうちょっと上の階層に来ているということ

でしょうか｡

神林 個人的な印象に過ぎませんが, 日本の場合に

は, 何かしらの形で何か教育しないと一人前にならな

いようなところに, 外国人が入ってきているように思

えます｡

大森 それに子弟の教育のために来る方が多いんで

すよね｡ 本人の賃金じゃなくて, 全体的に見たときに,

家族の生活がよくなるとかですね｡ それが日本への移

民についても結構いえるんじゃないかな｡

久保 日本語学校に行って日本の大学に通っている

留学生というのは, 普通に就職してちゃんと成功する

人もいるわけですよね｡

大森 いますね｡

久保 セレクションも働いているようですし｡

神林 外国人というのは, 母国にいたときの生涯賃

金と日本に来たときの生涯賃金を比べると, 日本に来

たときの生涯賃金のほうが高い｡ なので, 移民が来る

わけですけれども, 日本に来たときの生涯賃金の高い

理由は, 教育投資をせずに稼いだときに高いのではな

くて, 教育投資をして, その上がり分を含めたときに

生涯賃金が高くなると考えていることになるわけです

ね｡

大森 もう少し正確に言うと, 例えばアジアの諸国

で大学に行くというのは非常に難しいわけです｡ コス

トもかかるし, 競争も激しい｡

神林 もし, そういう学生がいっぱい来ているのだ

としたら, 学生のバイト市場の賃金は下がるのでしょ

うか｡

久保 今みたいな話は, もちろん, 働いている場所

は居酒屋にしても, 普通の単純労働者のイミグレーショ

ンとはちょっと違う話になるんですかね｡ だから, 日

本から見ると能力のある人が来る可能性があるわけで

す｡ 何かちょっと話が飛ぶんですけれども, 逆に日本

から優秀な人がアメリカへ逃げちゃうみたいな話とい

うのはどうなのでしょう｡

佐々木 ブレイン・ドレインの問題ですね｡

久保 何か昔そういうのがあって, 最近またちょっ

とそういうのが世界的に問題になってるんじゃないで

すかね｡

神林 留学生の皆さんは帰ってきているのかな｡

久保 今まではもちろんそういうのが起こっていた

と思うのですけれども, 逆に優秀な外国人を日本に入

れるためにはどうしたらいいのか, またちょっとお話

みたいな話ですけどもね｡ そういう発想もあってもい

いような気はしますけどね｡

神林 それは労働市場の話というよりは, 何か個々

の労務管理というか人事管理の話に近いような気がし

ます｡

佐々木 それに, このあたりは同化の問題とかかわっ

ているかもしれませんよね｡ 同化についてアメリカの

研究によると, 二世の教育年数や賃金は一世のそれら

よりも長くて高いと報告されています｡ 次世代になる

ほど外国人と自国人は経済的に同化することがわかり

ます｡ 先ほどの話でありましたが, 移住する目的とし

ては, 新天地で職を見つけて稼ぐことと同時に, 子供

にレベルの高い教育機会を与えて, 将来高給な仕事に

就くことによって家族を養ってもらうことではないで

しょうか｡

神林 一瞬供給価格が非常に低い労働者が入ってき

たとしても, 長期的にはもとに戻ると考えることにな

りますね｡

佐々木 教育を通じて何世代後には同化して定常状

態に戻るのでしょう｡

神林 そう, 二世, 三世ぐらいになると, 供給価格

がどんどん上がってきて, もう日本人と同じになると

考えれば, 大した話じゃないということになる可能性

はありますよね｡ 問題はそのときに, 供給価格が低い

人たちが一瞬入ってきたときに, それと競合する層の

人たち, 日本人の人たちの例えば教育機会が失われて

しまうことがあると, 長期的に変なことが起こるかも

しれない｡ こういう可能性は理論的にはありえるのか

なと思いますね｡ 例えば, 太田とか厚木の工場に外国

人が入りますよね｡ 外国人が入ると簡単な作業をする

No. 547/Feb.-Mar. 200634



ようになる｡ そうなると, 日本人は, そこには行かな

くなるわけです｡ ラインはみんな例えばブラジル人に

任せちゃうので, 日本人は一足飛びに 3 段階上がると

いう形で熟練形成が行われるようになってくる｡ 今ま

ではすべての工程をちゃんと回って技能形成していた

のだけれども, 外国人の人たちが入ってきてしまった

がために, 一番下の作業をしなくなる｡ 真ん中から上

の作業しかしなくなるので, 工程全体の理解ができな

くなる｡ それによって, 将来その人が管理職になった

ときに, 工場全体の生産性が落ちるというようなこと

がありえるのではないか, という議論もあると思いま

す｡

大森 それは工場だけじゃなくて, 社会全体でもい

えることであって, 外国人労働者の子供たちの学校教

育をどうするかを考えたときに, 特別なクラスをつくっ

てしまうと, 社会にインテグレートされていかないと

か, そのまま育ってしまうと問題になるとか, そういっ

た話になりますね｡

神林 逆にそのまま日本人のクラスに入れると, 入

れられたクラスの日本人がやる気をなくしてしまうか

もしれない｡ やっぱりそういうのが問題になるらしい

という話は小耳に挟んだことがあります｡ 先生は言葉

のわからないブラジル人の子供にばっかり注意を向け

てしまって, ほかの日本人の子供にはあまりいい影響

が出ないというような話でしょう｡ 一瞬割を食うとい

う人と, 長期的に割を食うという人たちがいて, それ

をある程度予見するというか考えるのが経済学が得意

としているところなのかなと思いますね｡

佐々木 外国人労働者を受け入れることによって日

本全体で割を食うコストはありますが, その反対にベ

ネフィットもあるわけですね｡ それで, 割を食う全体

のコストがベネフィットよりも下回っていたら, 外国

人労働者を受け入れたほうが社会的厚生の観点から好

ましいと判断できます｡

久保 そうですよね｡ でも, さっき移民のことでは,

何か全体としてあまり大した影響はないという話で,

他方入ってくる外国人への影響はどうなるかというと,

これも, 多分大したことないという可能性も高いでしょ

う｡

佐々木 今の時点で滞在している外国人労働者数か

らみると, たしかに日本全体に対する経済的影響は大

きくないと思います｡

大森 でも, それが現実の社会で問題となっている

のは, 移民が 1 カ所に集中するからですね｡ 例えば,

カリフォルニアだったら, 国境の町にどっと押し寄せ

て, そこで家族の子弟たちがその地域の学校にどっと

押し寄せる｡ そこで, もともといた子供たちに対する

教育の質が低下する, そういった問題ですよね｡ そう

いったことは日本でも起こりえるわけで, 国全体とし

て見れば重要じゃない, だけども, 一部の人にとって

は, 非常に深刻な問題となりえるんですね｡

佐々木 そのとき, 同化するのに重要なことは言語

だと思います｡ 日本の場合なら日本語を話せるかどう

かです｡ だけど, 日本に来ても同じ国の出身者が集中

している地域に定住すると, 日本語を話す機会もなけ

れば必要もない｡ また日本語を話せなくても日常生活

は困らない｡ そうなると日本語を習得しようとする意

欲がますます減退してしまう｡ 日本語ができないので

高賃金の職を得ることができずに低収入のままとなっ

てしまう｡

神林 ネットワーク効果というのは結構強いという

ことなのでしょうね｡ 理屈では, 例えばある移民のコ

ロニーができたときにはばっさばっさ分割して, 一定

の大きさ以上には絶対しないという強硬手段も考えら

れるかもしれません｡

議論をもともとのところに戻したいのですが, 外国

人労働のことを考えるときに, 供給価格が通常より低

い労働者が入ってくるという意味では, これは女性雇

用の話と似ているのではないかと思いますが, いかが

でしょうか｡ パートタイムを雇うかということと, あ

るいは, 派遣を認めるかどうかということと, 問題の

枠組みは同じなのか, 違うのかという議論です｡

大森 もともと違うのは, それは彼らは住みにやっ

てくるわけで, 仕事だけをしにやってくるわけじゃな

いですから｡ 例えば教育の問題もあるし, 言葉の問題

もあるし, その影響というのは多分他の労働者の雇用

の問題を超えるわけですよね｡ そこのところは女性の

問題とは違うでしょう｡

神林 資源配分に限るとどうでしょう｡ 労働市場の

中の資源配分だけに問題を限定した場合, 例えば, 派

遣労働を解禁して, 供給価格の安い労働力というのを

利用できるようにするということと, 外国人労働者を

受け入れるということは, 問題設定として本質的に違

う問題なのかどうか｡

大森 アメリカの研究でよく知られているように,

移民というのはキャッチアップ効果があるわけですよ
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ね｡ 人的資本が移民というショックによって一回過小

評価されるわけですが, 時間を追っていくうちに, 評

価されていく｡ そのときに, 競合相手となるのは, も

う低賃金労働者じゃないわけ｡ そういった意味で, 本

質的にちょっと違う感じがします｡

佐々木 でも, 日本の場合, 熟練労働者の移民は以

前から解禁されているから, 本国で熟練労働者であっ

た人の能力が日本に来て過小評価されることはないの

では｡

神林 いや, でも私の知る限りですと, やっぱりか

なり過小評価されていると思います｡ 例えば, ブラジ

ルで工場の生産技術者なんかをやっている人が, 日本

の生産現場に入って, ただのねじをぐりぐり回すとい

うようなことをやっていたりすることもあるようです｡

ただし, 最初はそうやって使っているのですが, コミュ

ニケーションをとれるようになってくると, 実は本国

では大きな工場の生産管理をやっていましたというこ

とがわかってくるということもあるでしょうね｡

佐々木 入職する時点では, 女性の請負と外国人労

働者は競合するけれど, 入職後の生産性の上昇率の違

いから両者は競合しなくなるのかもしれない｡

神林 大きな違いになるのかもしれませんね｡ 一般

的な問題として, これは中村二朗さんが強調している

ことですが, 外国人労働の問題が興味深いのはどこか

というと, 明らかにある労働市場に存在していた労働

者とは異質な労働者が一定の量で入ってくるところだ

と思うのです｡ そこで, 労働市場が, 例えば二重市場

のように分割されてしまうのかどうかといったテーマ

は, 思考実験として労働市場を考える重要なテストに

なるのかなと思います｡

おわりに

神林 長い長い座談会もこれにて終了になりますが,

最後に皆様から感想を一言ずついただきたいと思いま

す｡ では, 佐々木さんから, どうぞ｡

佐々木 2 点あります｡ まず一つ目はデータに関す

ることです｡ 今回紹介された論文の中で主観的なデー

タを使用して検証した論文がいくつかありましたが,

そのようなデータを作成するときにはもっと慎重にな

らなければいけないと私自身痛感しました｡ 大森先生

が言われたように, 一時点における主観的な状態・意

識を聞くようなクロスセクションではなく, 2 時点の

間で主観的な状態・意識が個人のレベルでどのように

変化したのかを聞く質問項目を作成するほうが, ある

外生的な変化に対して人々の意識がどのように変化し

たのかを直接把握することができます｡ また, インター

ネット調査からデータを使用した論文がありましたが,

サンプル・セレクションの問題はあるけれども, 使い

方によってはこれから低コストで大きなデータを作成

できる可能性を感じました｡

2 点目は, 将来, 経済学者は外国人労働者の研究に

もっと関与すべきなのではと思います｡ 少子化により

労働人口は減少の一途であるのは間違いありません｡

今でもそうですが, そこで外国人労働者を受け入れる

べきか否かという論議は絶対出るはずです｡ 経済学者

は, それに対して答えることも一つの仕事だと思いま

す｡ この分野を掘り下げていくのはチャレンジングだ

し, 面白いのではと思います｡

神林 おっしゃりたいことはわかるのですが, デー

タをどう集めるかですね｡

佐々木 最初にデータの整備は必要でしょう｡ そし

て, 先ほどにも議論したように, 外国人労働者の入国・

出国経路, 入職・離職経路, 勤務地, 職種, 賃金など

基本的なことからまず始めてはいかがでしょうか｡

神林 一言といっておいて, 言葉をついで申し訳あ

りませんでした……｡ 大森さんはいかがですか｡

大森 多くの研究に共通している点なのですが, あ

る説明変数の従属変数に対する効果を見たい場合に,

何をもって識別のソースとするかが語られている論文

が少ないというのが一番の問題点かなと思いましたね｡

もう一つは, 九つテーマがあるんですけれども, 少

なくとも一つ重要なものが欠けていると思いました｡

それは教育｡ 労働経済学の中心的問題である人的資本

の要である教育の効果や, 教育達成に関して個票デー

タを用いて実証分析をした論文が今回少なかったとい

うのがちょっと残念ですね｡

神林 論文があまりなかったという感じじゃないで

すかね｡ 久保さんはいかがですか｡

久保 二つあって, 一つは先ほどあったように,

企業組織の再編が大規模に進んでいます｡ そのときに,

雇用がどうなるか, 賃金がどうなるかということは,

制度設計等を考える際にも多分基礎的な資料としてこ

れは欠かせない｡ 今でも例えば企業を分割して雇用を

どうするか, 賃金をどうするか, 合併したときにどう

なるのか, 多分法律学者の人もいろいろ関心を持って
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ると思うんです｡ これから多分必要だろうとひとつ思

います｡ もう一つは, 先ほど外国人, 貿易とか, あと,

経営とか心理とかのかかわりがあったと思うんですけ

れども, 経済学の例えばほかの分野, 貿易との絡みみ

たいなのはちょっと少ない｡ 人のことは言えたもので

はないですけれども, ファイナンスとか貿易とか, マ

クロとか, 経済学のほかの分野と交差する領域みたい

なのをもうちょっと見てもいいんじゃないかと思いま

す｡ もう一つは, 経済学以外との連携ですね｡ 特に主

観的な変数を取り入れようとしてるときとか, 社会調

査の文献などを参考にすると有益なことがいろいろあ

るのではないか｡ 以上です｡

神林 皆さん, どうもありがとうございました｡

1) 2000 (平成 12) 年 ｢雇用動向調査｣ によると新規学卒入

職者はおよそ 98 万 2000 人であった｡

2) 2002 (平成 14) 年調査より 2 カ年未満の失業期間を経た

失業者と未就業者が区別されるようになった｡

3) 2005 (平成 17) 年内閣府 ｢青少年の就労に関する研究調

査｣ などを参照のこと｡

4) 太田聰一・神林龍 (2006) ｢正規従業員の中途採用の概観

と予備的考察｣ (連合総研 『雇用ミスマッチの分析と諸課題』

第 2 章) では, 連合総合生活開発研究所が実施した ｢企業の

採用・退職・能力開発アンケート調査｣ の企業データを用い

て求人行動を分析している｡ そのデータによると, 2003 年

度から 2005 年 1 月までのおおよそ 3 年間に 1 名以上の正規

社員の中途採用を行った企業 244 社のうち, 年齢制限をまっ

たく行っていないのは 71 社 (29％) であった｡

5) Petrongolo, B. and Pissarides, C. (2001), ‶Looking into

the Black Box: A Survey of the Matching Function,"

���������	
�����

���������, 39(2), pp. 390-431.

6) 太田聰一・大竹文雄 (2002) ｢デフレ下の雇用対策｣ 『日本

経済研究』 No. 44, pp. 22-45.

7) 北浦修敏・坂村素数・原田泰・篠原哲 (2002) ｢UV 分析

による構造的失業率の推計｣ PRI Discussion Paper Series

No. 02A-27｡

8) 本多則惠・本川明 (2005) ｢インターネット調査は社会調

査に利用できるか 実験調査による検証結果｣ 労働政策研

究報告書 No. 17｡

9) 大竹文雄・猪木武徳 (1997) ｢労働市場における世代効果｣

浅子・吉野・福田編 『現代マクロ経済分析 転換期の日本

経済』 東京大学出版会, 玄田有史 (1997) ｢チャンスは一度｣

『日本労働研究雑誌』 No. 449, pp. 2-12｡

10) 今井亮一・江口匡太・奥野寿・川口大司・神林龍・原昌登・

平澤純子 (2004) ｢整理解雇法理と経済活動｣ 2003 年度(財)

統計研究会労働市場委員会報告書｡

11) 斎藤修 (1996) ｢労働｣ 西川・尾�・斎藤編 『日本経済の

200 年』 日本評論社｡

12) 尾�煌之助 (1984) 『労働市場分析』 岩波書店｡

13) Morikawa, M. and Tachibanaki, T., (1999) ‶Entry, Exit,

Job Creation and Job Destruction: An Analysis based on

the Micro data of the Japanese Manufacturing Industry,"

Discussion Paper No. 99-DOF-32, MITI Research Institute,

Tokyo｡

14) Higuchi, Y. and Shimpo, K., (1998) ‶The Changes of

Japanese Job Creation and Job Destruction on Business

Cycles," ���� �������� ������, 41(4), pp. 69-101. (in

Japanese)｡
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